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序     文 
 

タイ王国では、工業化や都市化、モータリゼーションの進行を背景に深刻な大気汚染問題を抱

えています。この問題に対しタイ王国天然資源環境省では、一酸化炭素、二酸化窒素、二酸化硫

黄、浮遊粒子状物質（SPM）、オゾン、鉛、炭化水素等の伝統的な大気汚染物質について環境基準

値を設け、バンコク首都圏を中心に全国 52ヵ所の自動観測ステーションにおいてモニタリングを

行い、大気汚染対策に取り組んでいます。しかしながら、SPM や光化学オキシダントの生成の原

因となる物質の一つとして知られている揮発性有機化合物（Volatile Organic Compounds:VOCs）に

ついては環境基準や排出基準が設定されておらず、体系的なモニタリングも実施されていません

でした。VOCsは吸入による頭痛やめまい、腎障害などの有害性や発ガン性などの可能性が指摘さ

れていること、また VOCs が原因と考えられる悪臭を伴う漏出事故が発生したこと等により、近

年、タイ王国においてもその対策の重要性が認識されるようになりました。 

このような背景から、タイ王国政府はわが国に対し、タイ王国天然資源環境省において、環境

基準・排出基準の策定を含む VOCs 大気汚染対策を講じるためのキャパシティを強化するととも

に、大気中 VOCs の環境基準策定に資する調査研究の実施に係る技術協力を要請し、2005 年 6 月

12日から 2008年 6月 11日までの 3年間の協力期間で本プロジェクトを進めてきました。 

このたび協力期間の終了を間近に控えて、プロジェクトの実績を最終評価する目的で、2008 年

4月 1日から 4月 11日の日程で終了時評価調査団を現地に派遣しました。 

同調査団はタイ王国側評価チームと合同で評価にあたった結果、本プロジェクトは順調に進展

して大きな成果を収めていることが明らかになったため、予定どおり 2008 年 6 月 11 日をもって

終了できると判断されました。 

本報告書は同調査団の調査・協議結果を取りまとめたものであり、今後のわが国の技術協力活

動に、広く活用されることを願うものです。 

ここに、本調査にご協力頂いた外務省、環境省、在タイ王国日本国大使館など、内外関係機関

の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き当機構の活動に一層のご支援をお願いする次第で

す。 

 

平成20年5月  
 

独立行政法人国際協力機構 
地球環境部長 伊藤 隆文 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国 名：タイ王国 案件名：環境研究能力向上プロジェクト 

分 野：環境管理（大気汚染） 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部 環境管理グループ

環境管理第一課 

協力金額（日本側）：約 8,011万円 

協力期間 2005年 6月から 2008年 6月 先方関係機関：天然資源環境省環境研究研修セン

ター（ERTC）  

  日本側協力機関：環境省、環境調査研修所、大阪府

環境農林水産総合研究所 

他の関連協力：環境基準・排出基準設定支援プロジェクト（揮発性有機化合物：VOCs）〔2006
年から 2008年にかけて天然資源環境省公害規制局（PCD）に対して実施された、技術協力プ
ロジェクト〕 

１－１ 協力の背景と概要 
タイ王国〔以下、「タイ」と記す：面積51万4,000km2、人口6,242万人（2005年）、1人当たりGDP 

3,179ドル（2006年）〕は、工業化や都市化、モータリゼーションの進行を背景に深刻な大気汚染
問題を抱えている。かかる状況の下、タイ天然資源環境省においては、一酸化炭素、二酸化窒

素、二酸化硫黄、浮遊粒子状物質（SPM）、オゾン、鉛、炭化水素等の伝統的な大気汚染物質に
ついて環境基準値を設け、バンコク首都圏を中心に全国52ヵ所の自動観測ステーションにおい
てモニタリングを行い、大気汚染対策に取り組んでいる。しかしながら、SPMや光化学オキシ
ダントの生成の原因となる物質の一つとして知られている揮発性有機化合物（Volatile Organic 
Compounds：VOCs）については、プロジェクト開始当初、環境基準や排出基準は設定されてお
らず、体系的なモニタリングは行われていなかった。VOCsは、吸入による頭痛やめまい、腎障
害などの有害性や発ガン性などの可能性が指摘されていること、またVOCsが原因と考えられる
悪臭を伴う事故が発生していること等により、近年、タイにおいてもその対策の必要性が認め

られている。特にタイ最大の石油化学コンビナートがあるマプタプット工業団地で起きた、小

学校の児童･教師数十人が原因不明の大気汚染で入院するという事件（マプタプット問題）は、

大きな社会問題として注目を集めた。 
かかる状況を受け、大気中VOCsの環境基準策定に資する調査研究（健康リスクアセスメント）

の実施のため、タイ天然資源環境省において環境基準・排出基準の策定を含むVOCs大気汚染対
策を講じるためのキャパシティが強化されることを目的とし、タイ政府から要請のあった技術

協力プロジェクト「タイ王国環境研究能力向上プロジェクト」を2005年6月から実施中である。
なお、本プロジェクトは、天然資源環境省公害規制局（Pollution Control Department：PCD）

を対象に 2006 年 3 月から 2008 年 3 月に実施された「環境基準・排出基準設定支援プロジェク
ト（揮発性有機化合物：VOCs）」と一対を成すものであり、両者はいわば車の両輪の関係にあ
るといえる。ERTC は VOCs の測定等の基盤的部分を受け持ち、その基礎の上に PCD が基準設
定等の政策形成を行うもので、両機関、両プロジェクトが協力し、補完しあうことにより最適

な成果が得られることは、プロジェクト開始当時から認識されており、PCD の要請書が提出さ
れる際にも専門家が両者を同時に指導できるよう派遣し、効率的なプロジェクト実施を行える



 

べく調整を行った経緯がある。両プロジェクトは同じプロジェクト目標及び上位目標を掲げて

おり、ERTCは適切なモニタリング手法の開発及びヘルスリスク分析に関する調査研究を、PCD
は優先的に対策に取り組む必要がある VOCs の基準設定をそれぞれ実施し、終始連携を図りつ
つプロジェクトを進め、補完的な役割を果たしつつ天然資源環境省の VOCs 大気汚染対策能力
の強化に貢献した。 
 
１－２ 協力内容 
（1）上位目標 
 VOCs大気汚染に対する具体的対策がとられる。 

 
（2）プロジェクト目標 
 天然資源環境省において VOCs 大気汚染対策を講じるためのキャパシティ（環境基準・
排出基準の設定を含む）が強化される。 
 

（3）成 果 
1．タイにおける適切な VOCs大気環境モニタリング方法が開発される。 
2．VOCs大気汚染の現状が明らかにされる。 
3．VOCs大気汚染とヘルスリスク分析に関する ERTCの調査研究能力が強化される。 
 

（4）投入（評価時点） 
日本側： 
短期専門家派遣：計 9人（15.20人月） 
研修員受入れ：計 3人 
機材供与：モニタリング・分析のための資機材 2,500万円程度を供与 
タイ側： 
カウンターパート（C/P）：環境研究研修センター（ERTC）大気科研究員 9人 
その他：環境研究研修センター（ERTC）の施設や設備ほか 

２．評価調査団の概要 

調査団 日本側 
総  括 須藤 和男 JICA地球環境部 課題アドバイザー 
協力計画 宇多 智之  JICA地球環境部 環境管理グループ 環境管理第一課 主任 
評価分析 大石 美佐 国際航業株式会社 海外事業部 

調査期間：2008年 4月 1日～2008年 4月 11日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 
（1）プロジェクト目標 
 天然資源環境省は VOCs大気汚染対策を火急の課題として認識しており、実際に 2007年
9月には優先取組 VOCs9成分について環境基準が設定されている。加えて、下記のとおり
各指標の状況も良好であり、プロジェクト目標の達成度は高いといえる。 



 

指標 1：ERTCが汚染対策委員会に対し、信頼性のある VOCs大気汚染モニタリング手法を
提案する。 
 JICA の技術協力プロジェクトを通じて、ERTC、PCD の両機関が、キャニスター法を利
用した大気中の VOCs分析手法を習得しており、優先取組 VOCs9成分の環境基準を定めた
政令では同手法が推奨されている。加えて、本プロジェクトにおいては、Proposal of 
Establishment of an Appropriate Methodology for Ambient VOCs Monitoring in Thailand using 
Canister- Preconcentrator / GC/MS Techniqueというキャニスター法を用いた優先取組 VOCs9
成分に関するモニタリング手法の提案文書を準備中であり、2008 年 9 月末を目処に汚染対
策委員会に提出の予定である。 
 
指標 2：天然資源環境省が健康影響の観点から優先的に監視、管理すべき VOCsを認識する。
 2007年 2月 23日に開催された国家環境委員会において、健康影響委員会（Health Effect 
Committee）が、優先取組 VOCs9成分の環境基準の設定を提案した。同提案を受けて、2007
年 9月 14日には VOCs9成分の環境基準に係る政令が発行されており、天然資源環境省は、
優先的に監視、管理すべき VOCsを認識しているといえる。 
 
指標 3：ERTCが VOCs大気汚染モニタリング手法に関する研修を実施できるだけの技術的
能力を習得する。 
 ERTCは、2007年 7月 23日から 27日まで 5日間に及ぶ「大気中 VOCsモニタリング研修」
を主催・実施している。同研修では、チュラロンコン大学の準教授、PCD局長などに加え、
本プロジェクトの C/P全 9人が、それぞれの分野において講義・実習を行っており、ERTC
は VOCs 大気汚染モニタリング手法に関する研修を実施する技術的能力を習得したといえ
る。 
 
指標 4：タイ国民が ERTCの研究を通して VOCs大気汚染に関する認識を深める。 
 ERTCでは、数年に 1度、研究報告書を作成しており、次号には、本プロジェクトの成果
として C/Pが共同執筆した Status of Ambient Volatile Organic Compounds in Bangkok Areaと題
する報告が掲載される予定である。また、その他、ERTC が発行している“Green Research”
という小冊子、“Green News”というニューズレター等において一般市民向けに VOCs大気汚
染や本プロジェクトの説明がなされている。その他、ERTCの C/Pは各種セミナーにも参加
し、講師を務めるなど、積極的に研究成果の発表を行っている。各種セミナーのアンケー

ト結果から、参加者は VOCs 大気汚染に関する理解を深めたことが確認できる。このよう
に、ERTCはさまざまな方法を用いて、広くプロジェクトの成果を伝えており、タイ国民は
VOCs大気汚染に関する認識を深めつつあるといえる。 

 

（2）成 果 
1．プロジェクトでは下記 3つの手法の技術移転に注力しており、それぞれの手法を用いて

VOCs 大気モニタリングを実施している。また現在、キャニスター法を用いた大気環境モ
ニタリングを汚染対策委員会へ提案すべく準備を進めており、成果 1の達成状況は良好と
いえる。 



 

①キャニスター・プレコンセントレーター/ガスクロマトグラフ質量分析計による分析

（キャニスター法） 
②パッシブサンプリング・加熱脱着/ガスクロマトグラフ質量分析計による分析（パッシ

ブ TD法） 
③DNPH固体捕集/高速液体クロマトグラフ質量分析計による分析（DNPH-HPLC法） 

 
2．ベースラインサーベイとして、2006 年 8 月より、バンコクの沿道 5 地点、住宅地 5地
点、境界地域 1 地点の計 11 地点で、月例のキャニスター法による定期モニタリングを開
始している。2007年 3月にはパッシブ TD法による定期モニタリング、2007年 10月には
DNPH-HPLC法による定期モニタリングが加わり、環境基準の設定された優先取組 VOCs9
成分以外についても VOCs大気汚染の地理的、時系列分布が解明されつつある。これらバ
ンコク 11地点に加え、マプタプット地域においても、キャニスター法、パッシブ TD法、
DNPH-HPLC法それぞれによる 2ヵ月に 1度の定期モニタリングが開始されている。本プ
ロジェクトにおいては関連活動が限られていたため、「健康影響の観点からの VOCs 大気
汚染の評価」は今後の研究課題といえるものの、次号の ERTC研究報告書には、本プロジ
ェクトの成果として C/P がベースラインサーベイの結果を基に共同執筆した Status of 
Ambient Volatile Organic Compounds in Bangkok Areaと題する報告が掲載される予定である。
このように、ベースラインサーベイを通して VOCs大気汚染の現状が明らかになってきて
おり、成果 2の達成状況も良好といえる。 

 
3．現在 9人のスタッフが C/Pとしてモニタリング分析にかかわっている。定期モニタリン
グの計画に際しては、人口センサスデータ及び交通量データが利用されており、現在は得

られた分析データを基に計画の適正が検証されている。実際の定期モニタリングは欠測月

はあるものの、2 年目の終了（2007 年 5 月）に先駆け 2006 年 8 月より開始されており、
結果は、地理的・時系列分布の視点から分析され、Status of Ambient Volatile Organic 
Compounds in Bangkok Areaという報告文書などにまとめられている。また日本人専門家と
協働することで、中心的 C/P 4人のデータ解析能力は向上している。加えて、本邦研修（2007
年 8月 20日～同年 9月 13日）においてデータ解析を学んだ C/P 1人は、習得したデータ
解析技術を利用し、報告文書のまとめに貢献している。長期健康リスクの評価に関しては、

先述のとおり関連活動が限られていたため、今後更なる研究が必要といえるものの、VOCs
大気汚染に関する ERTCの調査研究能力は強化されており、成果 3の達成状況についても
おおむね良好といえる。 

 
３－２ 評価結果の要約 
（1）妥当性 
 タイ政府は、第10次国家社会経済計画（Tenth National Economic and Social Development 
Plan）（2006年10月～2011年9月）において、「資源・自然環境の保全」を開発の重点5分野の
一つとしてあげており、経済発展や人間開発と並び、環境保全を重視している。また、

Enhancement and Conservation of the National Environmental Quality Policy and Plan（1997年～
2016年）においては、大気汚染などのさまざまな汚染管理を含む環境保全・管理の枠組み



 

が示されている。このような法的枠組みに支えられ、近年、環境問題への対策が本格化し

つつあるが、SPMや光化学オキシダントの生成の原因となる物質の一つとして知られてい
るVOCsについては、プロジェクト開始当時、環境基準は設定されておらず、体系的なモニ
タリングは行われていなかった。そのようななか、NGOの発表したレポートを契機にマプ
タプット地域での健康被害問題が大きな社会・政治問題となり、大気中VOCs対策の策定が
環境政策のなかでも最優先課題となった。また日本の援助政策においても、2006年5月に対
タイ経済協力計画を改定し、技術協力プロジェクトにおいては環境管理への支援を含む「社

会の成熟化に伴う問題への対応」を重点項目の一つにあげており、環境協力を重視してい

る。 
 プロジェクトのアプローチの適切さとしては、単発に派遣される短期専門家間の連絡や

情報共有が十分とはいえなかったという反省はあるものの、派遣された専門家はそれぞれ

の指導科目分野において深い知見を有していること、3人の短期専門家は、以前ERTCにお
ける協力経験があったためERTCの技術レベルについて認識があったこと、また語学の問題
も皆無であったこと等から、限られた派遣期間を最大限に活用して効果的に技術移転を行

えたと判断できる。 
 なお2007年9月には、優先取組VOCs9成分の環境基準を定めた政令が出されるに至った
が、同法令においては、ERTCがプロジェクトを通じて習得したキャニスター法による分析
が推奨されている。VOCs問題への社会的関心の高まりとその後の環境基準の制定を受け、
多くの実験研究所がキャニスター法の習得に関心を示すなか、研修センターとしての機能

をもつERTCは、5日間に及ぶ「大気中VOCsモニタリング研修」を実施するなどプロジェク
トの知見を広めつつある。このように、協力内容はC/P機関のニーズだけでなく社会全体の
ニーズ、時機にあった妥当性の高いものであったといえる。 

 
（2）有効性 
 成果の数は3つにまとめられているものの、多くの重要な活動をもつ包括的なものとなっ
ており、プロジェクト目標を達成するには十分であったと考えられる。例えば、成果1は、
キャニスター法、パッシブTD法、DNPH-HPLC法といった大気中VOCsの分析手法の習得と
確立を経て達成されつつある。また、成果2、成果3に関しては、2006年8月から開始されて
いる定期モニタリング、その後の結果分析を経ておおむね達成されており、プロジェクト

の有効性は保たれているといえる。ヘルスリスク分析に関する調査研究能力に関しては、

先述のとおり関連活動が限られていたため、プロジェクト開始時に想定していたほど向上

したとはいえないものの、VOCs大気汚染対策を講じるためのキャパシティが強化されると
いうプロジェクト目標の達成度が高いという評価を覆すほどではない。 
 PCDに対する技術協力プロジェクト〔環境基準・排出基準設定支援プロジェクト（揮発性
有機化合物：VOCs）〕においてもプロジェクト目標の達成度は極めて高いと同プロジェクト
の終了時評価報告書は結論づけており、VOCsの測定等の基盤的部分を受け持ったERTC、
その基礎の上に基準設定等の政策形成を行ったPCDの両機関が協力・補完しあうことに
より、両機関が属する天然資源環境省においてVOCs大気汚染対策を講じるためのキャパシ
ティ強化が本プロジェクト終了までに達成される見込みであると結論づけられる。 

 



 

（3）効率性 
 インタビューの結果からは、投入された人材（日本人専門家）、研修、機材に対する満足

度は高く、活用度も高いことが明らかとなった。また投入のタイミングに関しては、本邦

研修（個別：3研修）のうち、1つの研修に関し遅れが生じたが、それ以外についてはおお
むね計画どおりに行われた。タイ側からの投入（C/P配置、施設、活動費等）も過不足なく、
必要時に実施された。 

 
人材（日本人専門家） 
 各分析手法の開発の進度に合わせ、必要な分野の専門家が適切に投入されてきたといえ

る。C/Pからは、分析手法自体やそれに伴うデータ解析・まとめから、資機材の取り扱い、
サンプリング手法といった事柄に至るまで、日本人専門家との協働を通して非常に多くの

新しい知識を学んだという回答を得ており、人材活用（日本人専門家と C/P との協働）は
十分に行われていたといえる。 

 
本邦研修 
 本プロジェクトの本邦研修は、専門性の高い分野であるため、大学や国公立の研究所を

受入機関とした個別研修という形で行われた。他の 2 手法に比べて手法確立に時間を要し
ている DNPH-HPLC 法や、集積しつつあるモニタリングデータの解析を円滑に行うために
必要なデータ解析などについて研修が行われており、研修参加者からの聞き取りでは、研

修で得た知見は日々の業務で十分活用されていることが分かった。 
 
機 材 
 VOCsの分析に必要なガスクロマトグラフ質量分析計といった高度分析機器に加え、標準
ガスやキャニスターといったキャニスター法の確立に必要な資機材、HPLC分析のためのワ
ークステーションや関連資機材などが供与されている（JICAから供与された資機材以外に、
分析やメンテナンスのために必要となる機材については ERTCが適宜購入している）。これ
らの機材は、大きな遅れもなく投入され、現在行われているモニタリング分析活動におい

て適切に使われていることが確認された。DNPH-HPLC法の開発においては、プロジェクト
の開始後に HPLC の不具合が判明するといった問題があり、同分析手法の確立に遅れがあ
ったが、修理は現地の取り扱い代理店を通じて迅速に行われ、影響を最小限に食い止める

ことができた。 
 
（4）インパクト 
 優先取組 VOCs9成分に関する環境基準の設定という具体的な対策がとられており、上位
目標の達成は確実となっている。また、プロジェクトが当初想定していたターゲットグル

ープである ERTC の C/P に加え、下記のとおり、多くの関係者にプロジェクトの知見が伝
えられつつあり、正のインパクトが発現しているといえる。 
・ERTC主催の「大気中 VOCsモニタリング研修」への参加者 41人（政府関係者 14人、
大学関係者 11人、民間企業職員 16人） 

・14の機関から ERTC視察（Technical Visits）に訪れた 239人 



 

（5）自立発展性 
 組織・制度的側面、財政的側面、技術的側面における自立発展性の検証から、下記のと

おり、本プロジェクトの自立発展性の見込みは極めて高いといえる。 
 
 環境質促進局（Department of Environmental Quality Promotion: DEQP）下の ERTCは、プロ
ジェクトを通して大気中 VOCs のモニタリング・分析手法を習得し、それらの手法・知見
を研修を通じて他機関に移転しはじめている。また政府からの支援は、予算規模の拡大と

いう形で得られており、加えて VOCs モニタリング分析に係る人員をプロジェクト期間中
に 3 人（2008 年 5 月に増える 1 人を含む）増員させていることなどからも、組織・制度的
側面での自立発展性は十分高いと考えられる。 
 
 既述のとおり、マプタプット問題の社会問題化を受け、ERTCの大気中 VOCs対策の予算
は拡大傾向にあるうえ、プロジェクト終了後の予算も確保されている。このように財政的

側面からみた自立発展性も十分に確保されているといえる。 
 
 C/Pへのインタビューでは、本プロジェクトを通して、新しい知識を習得し、大気中 VOCs
モニタリングが可能となったことへの自信が示された。加えて、プロジェクトの支援内容

（移転技術）が、C/Pの業務と一致しており、移転技術の利用頻度は高く、習得も進んだと
いえる。ERTCはプロジェクトで得た知見を、①Proposal of Establishment of an Appropriate 
Methodology for Ambient VOCs Monitoring in Thailand using Canister-Preconcentrator / GC/MS 
Techniqueというキャニスター法を用いた環境基準VOCs9成分のモニタリング手法の提案文
書として汚染対策委員会に提出すること、②「大気中 VOCs モニタリング研修」を継続す
ること、③研究論文・報告書を作成・発表していくことで広めていく予定であり、技術的

側面からみた自立発展性の見込みも高いといえる。 
 
３－３ 効果発現に貢献した要因 
【計画内容に関すること】 

• マプタプット問題の社会的・政治的圧力の大きさを受け、大気中 VOCs 対策が C/P 機関に
とっての最重要課題となり、C/Pの学びの姿勢がより切実なものとなった。 

• PCDを C/P機関とした「環境基準・排出基準設定支援プロジェクト」開始前の当時は、大
気中の VOCs 分析が行える機関は、本プロジェクトの支援を受けた ERTC だけであった。
ERTC は、PCD に対し、先行していたキャニスター法による大気中の VOCs 分析手法の経
験と標準作業手順書（SOPs）を提供し、PCDが同分析技術の習得にかかる時間を大幅に短
縮することに貢献した。このことにより、PCD は環境基準設定の際に参考とされた定期モ
ニタリングを 2006年 8月から開始することが可能となった。 

 
【実施プロセスに関すること】 

• JICAやその他の日本の関連機関との協力の機会が多い ERTCでは、日本の技術への信頼性
が高く、また協力の受入体制も整っており、プロジェクトに関する認識が高い。 

• ERTCへの協力経験のある専門家が派遣されており、タイ全体、また ERTC自体の技術的水



 

準を理解したうえで、技術移転を行うことが可能であった。 
• また、ERTCの本プロジェクトに対するオーナーシップの意識は高く、C/Pがプロジェクト
の円滑な実施に積極的にかかわったことが、専門家の真摯な努力と相俟ってプロジェクト

の成果の発現に大きく寄与したと思われる。 
• JICAは本プロジェクトと平行して PCDに対し、VOCsの環境基準の設定のための技術協力
を実施したが、ERTC が本プロジェクトの活動と成果を生かし、PCD が VOCs の環境基準
の設定のための活動を円滑に実施することに貢献した。VOCsを共通テーマとする 2つの技
術協力の相乗効果がみられ、タイの研究機関と行政機関の適切な連携により環境研究の成

果が環境行政の推進に貢献したことは特筆に価する。 
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 
【計画内容に関すること】 

• マプタプット問題を受け、健康影響委員会を中心に環境基準設定の作業が前倒しされるこ
ととなったが、その時点では ERTCのキャニスター法精度管理が確立しておらず、2006 年
8月から 10月までの間のモニタリングデータの提出を控えざるを得なかった。 

 
【実施プロセスに関すること】 

• DNPH-HPLC 法の開発においては、プロジェクトの開始後に HPLC の不具合が判明すると
いった問題があり、手法の確立やそれに伴う SOPsなどの文書の準備に遅れが生じた。 

 
３－５ 結 論 
（1）プロジェクト関係者との一連の協議及び現地視察に基づく評価調査の結果、プロジェク
ト･アウトプット（成果）は概して良好な結果を得ており、順調にプロジェクト目標を達成

しつつあると判断される。したがって、本プロジェクトは当初計画どおり、協議議事録

（M/M）に示されたプロジェクト期間である 2008年 6月 11日をもって協力を終了する。
 
（2）JICAは ERTCに対し、その設立以来、長期にわたり技術協力を実施してきており、ERTC
の C/P は JICA の技術協力の性格を十分に理解し、また、JICA 専門家の技術力に対する信
頼も高かった。さらに、本プロジェクトの 3 人の短期専門家は、以前 ERTC における協力
経験があったため、ERTCの技術レベルについて認識があった。このような好条件が短期専
門家による技術移転を円滑に進展させる大きな要因であったと推察される。 

 
（3）今回の協力を通じ、ERTCの VOCs汚染に関する研究の基礎が築かれたと思われる。その
成果を生かし、今後、ERTCがタイにおける環境研究の中核研究機関として VOCsの汚染対
策行政に更に貢献しつづけることを期待する。 

 
３－６ 提 言 
（1） 環境基準設定の項目として選定された 9成分の優先取組 VOCsの分析法については、2007
年 9月 14日に発行された政令（Royal Government Gazette No. 124 Part 143）においてキャニ
スター法と定められているものの、実際に分析を行うにあたり、機材の性能やサンプリン



 

グの留意点等の必要条件が取りまとめられ、標準分析法として整理される必要がある。プ

ロジェクト終了までに、所定の手続きを経て標準分析法が公害対策委員会に提案されるこ

とが望まれる。 
 
（2）ERTCはモニタリング活動の今後の展開を行うにあたり、現在確立した分析法を用いて測
定対象となっている VOCs の分析を行っていくことが必要である。今後のタイ社会で問題
になっていくと思われる、アセトニトリル等極性が大きい VOCs については、確立した分
析法（キャニスター法）とは別の分析方法の確立（具体的にはパッシブ TD法と DNPH-HPLC
法）をめざしていくこととしている。その過程において、タイの社会的ニーズとの整合性

を確認するため、また世界の VOCs モニタリング研究のなかでどのレベルにあるか常に検
証をするため、今後の得られた成果については学会等を通じて積極的に発表し、多くのフ

ィードバックを受けることが望まれる。あわせて、学会等での発表を通じてタイ国内で信

頼のおける研究機関（研究者）として認識されることが期待される。 
 
（3）健康影響評価については現段階で拙速に結論を出すのではなく、今後の研究課題として
長期的に取り組むことが望まれる。健康影響評価は、市民や政策決定者に環境汚染の深刻

さを伝える手段として有効である。環境調査結果を社会還元するために、積極的に健康影

響評価を試みることが望まれる。しかしながら健康影響評価法は発展途上の研究分野であ

り、現在適用されている方法では未証明の仮定や安全係数といった社会的通念に基づく値

が使われている。健康影響評価結果の公表は、大きな社会的インパクトをもつので、評価

方法について常に最新の知識を習得して、評価結果の意味を説明する責任がある。加えて、

評価に用いるモニタリングデータは十分な精度が担保されたうえで、科学的根拠に基づい

た健康影響評価を行うことが望まれる。 
 
３－７ 教 訓 
（1）単発に派遣される短期専門家間の連絡や情報共有が十分とはいえなかったことを踏まえ、
本プロジェクトのような直営方式の案件を実施するにあたっては、例えば年に 1 回はプロ
ジェクト進捗管理委員会を開催し、関係者が一堂に会する機会を設けるなどの工夫をプロ

ジェクト開始当時から行うことが望ましかったと考えられる。 
 
（2）プロジェクトの成功要因として特に重要なものとしては、今回のプロジェクトにみられ
たように、以下の条件が整っていることである。 
① 社会的な状況：社会的ニーズが高く、時機を得たものであった。 
② 人的な状況：C/P機関の指導者のコミットメント、実際に行う C/Pの潜在的な能力、
意欲、仕事に対する真剣な取り組み、といった条件が整っていた。 

また、これまでの長年の技術協力の成果が蓄積されていたこと、日本の技術協力の行い

方に理解があり、スムースな案件立ち上げが行えたことも成功要因としてあげられる。 
 
（3）分析精度管理手法は、得られたデータの使われ方に応じて要求される項目が異なる。技
術移転対象を必要最低限の分析精度項目に制限することで、データを蓄積させることを優



 

先させる。そして得られたデータを公表することで、次のステップとなるより高度な精度

管理手法習得の動機づけ、さらに精度管理を自主的に進める方法を習得する（研究能力向

上）きっかけになる。 
 
３－８ フォローアップ状況 
 特になし 

 



 

Summary 
I. Outline of the Project 
Country：Kingdom of Thailand Project title ： Project for Capacity Building for 

Environmental Research in Thailand  
Issue/Sector：Environmental Management 
(Ambient Air) 

Cooperation scheme： 
Technical Cooperation Project 

Division in charge: Environmental Management 
Team I, Group II (Environmental Management), 
Global Environment Department, JICA HQ 

Total cost： about 80 million yen 

Period of 
Cooperation 

June 2005 to June 2008 Partner Country’s Implementing Organization： 
Ministry of Natural Resources and Environment, 
Environmental Research and Training Center (ERTC) 

  Supporting Organization in Japan： 
Ministry of the Environment, National Environmental 
Research and Training Institute, Research Institute of 
Environment, Agriculture and Fisheries (Osaka 
Prefectural Government) 

Related Cooperation： The Project for Development of Environmental and Emission Standards of VOCs 
(Volatile Organic Compounds) in Kingdom of Thailand 

1. Background of the Project 
Thailand (Area: 51.1km2, Population: 63.1 million, Per capita GDP: USD7,595)1 faces serious air pollution 
problems, especially in urban areas, due to rapid industrialization, urbanization and motorization. Ministry of 
Natural Resources and Environment (MONRE) have been wrestling with air pollution problems caused by 
CO, NO2, SO2, SPM (suspended particulate matter), etc. by setting the environmental standards and 
monitoring the status through 52 automatic monitoring stations in all over Thailand. However, effective 
measures to control VOCs (Volatile Organic Compounds: VOCs)2 was not taken yet when this project 
started. VOCs emitted from the industry and vehicles are considered as toxic air pollutants as well as trigger 
photochemical oxidants. Additionally, due to the Map Ta Phut case triggered by the NGO’s report, ambient 
VOCs become the hottest issue in the environmental administration.  
 
Under these circumstances, the Thai government considered monitoring and controlling VOCs by setting 
environmental and emission standards as an important air quality issue, and Environmental Research and 
Training Center (ERTC), Department of Environmental Quality Promotion (DEQP) of MONRE requested 
Japan technical cooperation to build capacity for ambient VOCs monitoring. In response, JICA dispatched 
preparatory mission in October 2004 and both parties signed Minutes of Meeting. Following the approval of 
the project, JICA started to implement “The Project for Capacity Building for Environmental Research in 
Thailand” (hereinafter referred to as “the Project”) from 12 June 2005 to 11 June 2008. 
 
Along with the Project, “The Project for Development of Environmental and Emission Standards of VOCs” 
whose C/P organization is Pollution Control Department (PCD) was carried out from March 2006 to March 
2008 in an integrated manner. ERTC, the organization to research in VOCs monitoring methodologies, laid a 
scientific foundation and PCD formulate policies and set environmental standards based on the scientific 
foundation. This collaborative mechanism was well understood from the beginning, and the dispatch plans of 

                                                  
1  Figures of population and per capita GDP are as of 2003. 
2  VOCs (Volatile Organic Compounds: VOCs) are defined by WHO (World Health Organization) as organic compounds having boiling point 

below 240-260 degree Celsius 



 

experts were formulated to maximize synergetic effects of both projects. Both projects with the same overall 
goal and the project purpose, indeed, greatly contributed in enhancing MONRE’s capacity to take 
countermeasures against VOCs air pollution. 
2. Project Overview 
(1) Overall Goal: 
Concrete actions on air pollution by VOCs will be taken.   
(2) Project Purpose: 
MONRE’s capacity to take countermeasures against VOCs air pollution including development of 
environmental and emission standards in Thailand is enhanced.  
(3) Outputs: 
1. Development of appropriate methodologies for VOCs ambient monitoring in Thailand. 
2. Elucidation of the VOCs contamination status in Thailand.  
3. Strengthening of the ERTC’s capability to research on VOCs air contamination and health risk. 
(4) Inputs (as of this final evaluation) 
Japanese side： 
 Short term expert: 9 persons（15.20 M/M） 
 No. of trainees received in Japan: 3 persons 
 Provision of equipment: Items for sampling and laboratory analysis 
 (Approximately JPY 25 million) 
 
Thai side: 
 Counterpart:9 persons from ERTC, Air Research and Development Sub-division 
 Provision of land and facility: For the project office space 
II. Evaluation Team 

Members of 
Evaluation Team 

Japanese Side 
(1) Mr. Kazuo Sudo (Leader) 

Senior Advisor, Global Environment Department, JICA 
(2) Mr. Tomoyuki Uda (Cooperation planning) 

Senior Program Officer, Environmental Management Team I, Group II 
(Environmental Management), Global Environment Department, JICA  

(3) Ms. Misa Oishi (Evaluation Analysis) 
Consultant, Overseas Operations Department, Kokusai Kogyo Co., Ltd. 
 

Thai Side 
(1) Mr. Boonchob Suthamanuswong, Director of ERTC  
(2) Dr. Hathairatana Garivait 

Head of Air Research and Development Sub-division, ERTC 
(3) Ms.Wanna Laowagul  

Director of Industrial Air Pollution Division 
Environmental officer, Air Research and Development Sub-division, ERTC 

(4) Ms. Daisy Morknoy  
Environmental officer, Air Research and Development Sub-division, ERTC 

(5) Ms. Plernpis Pongprayoon 
Environmental officer, Air Research and Development Sub-division, ERTC 

(6) Mr. Sirapong Sooktawee 
 Environmental officer, Air Research and Development Sub-division, ERTC 



 

Period of Evaluation： April 1, 2008～April 11, 2008 Type of Evaluation： Final Evaluation 

III. Results of Evaluation 

1. Achievements 
(1) Project Purposes 
Based on the status of indicators as seen below, it can be concluded that the Project Purpose is successfully 
achieved.  
 
Indicator 1: ERTC can propose reliable measurement methodologies for ambient VOCs monitoring to the 
Pollution Control Board. 
Both ERTC and PCD under MONRE have acquired the technical capabilities of ambient VOCs monitoring 
by utilizing the canister method through the JICA’s technical cooperation projects. The Notification of 
National Environment Board (NEB) No. 30 recommended the canister method as a reference method. In 
addition, the Project is now preparing Proposal of Establishment of an Appropriate Methodology for Ambient 
VOCs Monitoring in Thailand using Canister-Preconcentrator -GC/MS Technique, and this is planned to be 
handed in to the secretariat of Pollution Control Board before September 2008. 
 
Indicator 2: Priority compounds of VOCs in terms of human health risk to be monitored and controlled in 
Thailand are recognized in MONRE. 
Environmental standards for 9 VOCs proposed by Health Effect Committee were officially approved at NEB 
on Feb. 23, 2007, and Notification of National Environment Board No. 30 , B.E 2550 (2007) was published 
in the Royal Government Gazette No. 124 Part 143 dated September 14, B.E.2550 (2007). Thus it can be 
concluded that MONRE recognized priority compounds of VOCs. 
 
Indicator 3: ERTC has a technical capability to conduct training courses on air quality monitoring method of 
VOCs. 
ERTC conducted a five-day training course titled “Monitoring of VOCs in Ambient Air” from 23rd to 27th 
July, 2007. In the training course, in addition to the invited lecturers such as associate professors of several 
universities and the Director General of PCD, all nine C/P give lectures and instructions in relevant topics. 
Thus it is clear that ERTC has a technical capability to conduct training courses on air quality monitoring 
method of VOCs. 
 
Indicator 4: Awareness of VOCs air pollution is enhanced through ERTC research. 
ERTC publishes a research journal once in a few years, and the coming issue is going to include the paper 
titled “Status of Ambient Volatile Organic Compounds in Bangkok Area” written by the Project C/P. Also, 
information on ambient VOCs air pollution and the Project is disseminated widely to the public through 
ERTC’s publications such as booklets named Green Research and newsletters named Green News and 
pamphlets. In addition, the knowledge and experiences gained through the Project are shared with others 
through lecturers that were presented by C/P at seminars. As just seen above, ERTC has been disseminating 
the learning and experiences of the Project, and awareness of VOCs air pollution has been enhanced.  
 
(2) Outputs 

1. Through the Project, ERTC has endeavored to develop the below-mentioned three methodologies and 



 

currently the Output 1 is almost achieved. The Project is now preparing the Proposal of 
Establishment of an Appropriate Methodology for Ambient VOCs Monitoring in Thailand using 
Canister-Preconcentrator -GC/MS Technique, and this is planned to be handed in to the secretariat of 
Pollution Control Board.  

• the Canister-preconcentrator-GC/MS method (the canister method) 
• the Passive sorbent tube thermal desorption-GC/MS method (the passive TD method) 
• the DNPH collection–HPLC method (DNPH-HPLC method) 

 
2. As a baseline survey, the monthly monitoring by the canister method has been carried out since 

August 2006 at the 11 monitoring sites in Bangkok. The monthly monitoring activities in Bangkok by 
the passive TD method and DNPH-HPLC method were added since March 2007 and October 2007 
respectively. In addition, the bimonthly monitoring by three methods was also started in Map Ta Phut. 
Through those monitoring activities, spatial and time-series distribution of ambient VOCs including 9 
VOCs with air quality standards has been elucidated. Thus the Team concluded that the Output 2 is 
substantially achieved, although assessment of VOCs air pollution from the view point of human 
health risk remains to be studied. 

 
3. Currently nine C/P in total are in charge of ambient VOCs monitoring. At a planning stage of 

monitoring plan, population density, traffic density and available air quality monitoring data in 
Bangkok were used for sampling site selection. The monitoring plan will be reviewed based on the 
result of the baseline survey. The regular monitoring has been carried out since August 2006, well 
before the end of the second year (May 2007), and the result is summarized from the view point of 
spatial and time-series distribution in a few documents such as “Status of Ambient Volatile Organic 
Compounds in Bangkok Area”. Through working with experts, all four main C/P acquired skills on 
data interpretation. In addition, one of the C/P who underwent training course in Japan learned data 
interpretation and modeling, and they contributed in compiling the above mentioned document as 
authors. Although assessment of VOCs air pollution from the view point of human health risk 
remains to be studied, as just seen above, ERTC’s capacity to research on VOCs air contamination has 
been well strengthened and thus the Output 3 is also substantially achieved. 

 
2. Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance 
The Team concluded that the Project remains highly relevant in terms of the Policy of Thai government, the 
Policy of Japanese government and the needs of C/P agency.  
 
According to Tenth National Economic and Social Development Plan (October 2006 – September 2011), The 
Thai Government considers conservation of natural resources and environment as one of the five pillars of 
development strategies. Environmental conservation is now considered as important as economic and human 
resource development. Also, the Enhancement and Conservation of the National Environmental Quality 
Policy and Plan (1997-2016) defines framework of guidelines of natural environment protection including 
pollution control. In addition, due to the Map Ta Phut case, MONRE have to tackle the pollution by VOCs as 
its first priority, and thus air pollution control in relation to VOCs is indeed highly prioritized in the 
environmental programs and administration. Also, in the Japan's Economic Cooperation Program for 



 

Thailand revised in May 2006, one of the major areas of cooperation to be worked on is “responses to issues 
that emerge with maturing of society” which includes the cooperation on environmental management. Thus it 
is highly relevant to contribute in enhancing capacity of ERTC, the organization to study and present research 
results and long-term health risks of a wider range of VOCs. 
 
(2) Effectiveness 
The Team concluded that the effectiveness of the Project is substantially secured. Each three outputs has been 
produced through a wide range of important activities, such as establishment of three ambient VOCs 
monitoring methodologies, the regular monitoring, data interpretation and analysis of the monitoring results 
and implementation of the training course on ambient VOCs monitoring. Although evaluation of VOCs air 
pollution from the view point of human health risk remains as a theme to be further studied, the number of 
outputs and the achievement levels of three outputs were sufficient to achieve the project purpose. 
 
(3) Efficiency 
A number of activities have been carried out and the outputs are being produced as mostly planned. In 
addition, the interview surveys reveal that overall satisfaction towards inputs such as human resources 
(Japanese experts), trainings and provided equipment is high, and so is the level of utilization, as seen below. 
Therefore the efficiency is secured. 
 
Human recourses (Japanese experts) 
The necessary experts were dispatched timely, according to the learning stages of each methodology. C/P 
expressed that they have learned many new things through working together with experts, such as 
methodologies themselves, data interpretation and report writing, maintenance of equipment, tips on minor 
repair and sampling method. Since C/P and Japanese experts have worked closely, the efficiency was 
satisfactory attained. 
 
Training courses in Japan 
Since the themes of training courses are so specialized that the training was carried out as individual courses 
provided by public universities and research institutes. The training courses are related to (i) capacity 
building on DNPH-HPLC method that is necessary to cope with carbonyl compounds in the future, (ii) data 
interpretation aiming to accelerate analysis of accumulated monitoring data, and (iii) atmospheric reactivity 
mechanism related to VOCs air pollution. Interviewees who underwent the training courses in Japan valued 
the courses, and confirmed that the knowledge and experiences gained during the courses are extensively 
used in their work. 
 
Equipment 
Provided equipment by JICA, such as GC/MS, preconcentrator, canister, HPLC workstation and so on, is 
now fully utilized for the regular monitoring activities. Equipment such as auto samplers for the canister and 
the thermal desorption unit and consumables have been purchased by ERTC.  
 
(4) Impact 
A concrete action, i.e. setting up air quality standards for 9 VOCs, was taken, and thus it can be concluded 
that the achievement of overall goal is already realized. In addition, a positive impact for benefiting the 



 

following people is already emerged. 
• Forty one (41) participants (14 from the public sector, 11 from academic institutions and 16 from the 

private sector) attended in the five-day training course titled “Monitoring of VOCs in Ambient Air” 
conducted by ERTC. 

• Two hundreds thirty nine (239) visitors from 14 local and international institutions to ERTC’s ambient 
VOCs laboratory.  

 
(5) Sustainability 
The Team concluded that the sustainability in terms of organizational and institutional aspect, financial aspect 
and technical aspect will be secured.  
 
Organizational and institutional aspect 
ERTC acquired methods to monitor and analyze ambient VOCs through the Project, and started 
disseminating the acquired knowledge through the training and seminars. Also, a support from the 
government is confirmed as a form of steady budget allocation. In addition, three staff members for ambient 
VOCs activities, including one who will be hired in May 2008, are increased during the project period. 
Therefore the sustainability in terms of organizational and institutional aspects will be secured. 
 
Financial aspect 
Due to the strong social and political pressure arising from the Map Ta Phut case and due to MONRE’s 
increasing commitment, the budget for the ambient VOCs monitoring is secured even after the Project. Thus 
it can be said that the sustainability in terms of financial aspect will be also secured. 
 
Technical aspect 
During the interviews, C/P expressed their confidence saying that they have learned many new things through 
the Project and now they are able to monitor and analyze ambient VOCs. Also the transferred technologies 
are indeed what C/P need to carry out their duties. Therefore the transferred knowledge along with the 
provided equipment is extensively used. Even after the Project, ERTC plans to disseminate knowledge and 
experiences gained from the Project through (i) submission of the Proposal of Establishment of an 
Appropriate Methodology for Ambient VOCs Monitoring in Thailand using Canister-Preconcentrator 
-GC/MS Technique to the Pollution Control Board, (ii) continuation of conducting the training courses on 
ambient VOCs monitoring and (iii) publication of research papers and reports. The transferred technology 
will be used extensively in their work. The mechanism to disseminate knowledge on the transferred 
knowledge and skills is embedded in ERTC’s mandate; thus the sustainability in terms of technical aspects 
will be secured. 
 
3. Factors that promoted realization of effects 
Factors concerning the planning 

• In the midst of strong social pressures arising from the Map Ta Phut case, C/P are well aware of the 
importance of ambient VOCs monitoring, and have learned the monitoring methodologies and analysis 
with high commitment. 

• Before the inauguration of The Project for Development of Environmental and Emission Standards of 
VOCs, ERTC was the only institution that can analyze ambient VOCs by using the canister method. 



 

PCD, a late comer, was able to shorten the time to acquire the knowledge on the canister method by 
referring to the ERTC’s experiences on VOCs research and could start the routine monitoring from 
August 2006. 

Factors concerning the implementation process 
• ERTC has a longstanding relationship with Japanese technical cooperation, and therefore the confidence 

in Japanese technologies is firm. Readiness and awareness towards Japanese technical cooperation are 
also high.  

• Most of experts dispatched for the Project had previous working experiences at ERTC and therefore 
they were able to start activities with beforehand knowledge on the level of technical and analytical 
capabilities of ERTC. 

 
4. Factors that impeded realization of effects 
Factors concerning the planning 

• Due to the strong social and political pressure arising from the Map Ta Phut case, environmental 
standard was set on 9 VOCs earlier than it was considered in the beginning of the Project. Therefore 
ERTC was not able to share their monitoring data from August to October 2006 with the concerned 
agencies due to the fact that the QA/QC protocol on the canister method has not been finalized. 

Factors concerning the implementation process 
• Due to the short and intermitted stay of Japanese experts, C/P needs longer time to acquire monitoring 

methodologies than they originally expected. In addition, some of C/P expressed that it would be better 
if the Japanese experts could stay longer since it usually takes time to learn methodologies. 

• As for DNPH-HPLC method, due to the fact that malfunctioning of HPLC became clear only after the 
inauguration of the Project, the progress of establishment of this method is behindhand with comparison 
to other two methods. 

• As for the canister method, the status of preconcentrator has not been good, and a serious malfunction of 
preconcentrator currently hinders C/P from sampling regularly since February 2008. Since 
preconcentrators are rare in Thailand and no dealer can completely repair the particular preconcentrator, 
it is taking time to resume the regular monitoring. 

 
5. Conclusion 
As the Thai economy has been developing rapidly along with industrialization, urbanization and 
motorization, air pollution has become a serious problem, particularly in urban areas. One of pressing 
environmental concerns that Thailand is currently facing is VOCs pollution. Research and monitoring of 
VOCs are indispensable for the Thai government to take effective countermeasures.  
 
Under these circumstances, the Project has been implemented with the project purpose that MONRE’s 
capacity to take countermeasures against VOCs air pollution including development of environmental and 
emission standards in Thailand is enhanced. The Project has developed the canister method to monitor VOCs 
pollution, with the passive TD and the DNPH-HPLC methods being under successful development. The 
Project activities contributed partly to the success of the PCD project for “Development of Environmental 
and Emission Standards of VOCs” in the proclamation of environmental standards of 9 VOCs. Spatial 
distribution and time series analyses have been conducted to accumulate VOCs concentration data in ambient 
air and demonstrate VOCs pollution status on certain sites with three methods mentioned above. ERTC has to 



 

make continuous efforts to deepen knowledge on ambient VOCs concentration to assess human health risk 
and study fate and distribution of ambient VOCs. The sustainability of the Project is promising in terms of 
institutional, financial and technical aspects. 
 
In conclusion, as the Project has been progressing smoothly with close cooperation between people 
concerned and their dedicated efforts, achieving the project outputs set forth, and consequently is successfully 
attaining the project purpose, the Project should be terminated as planned 
 
6. Recommendations 
1. The Notification of National Environment Board No. 30 recommended the canister method as a reference 

method for monitoring VOCs’ air quality standards. However, in actual analysis, a set of information on 
performance of each instrument and considerations on sampling, etc, is necessary as a standard method. 
The Team recommends the Project to prepare the proposal on a reference method and submit to the 
Pollution Control Board by the end of September 2008. 

 
2. ERTC plans to improve their analytical capabilities further by increasing the reliabilities of three 

methodologies and not by just expanding the geographical coverage or numbers of sampling site with the 
current level of reliabilities. In the process of doing so, the results of monitoring is recommended to be 
presented to academic conferences and seminars and to get feedbacks on own researches in order to 
suitably reflect the social needs in Thailand as well as to know the levels of own research capabilities in 
the international standard. 

 
3. As for evaluation of VOCs air pollution from the view point of human health risk, it should be worked 

on with long-term commitment as one of important research topics for ERTC. It is recommended to be 
done so through a standard procedure of human health risk assessment such as unit risk factor, margin of 
safety, mode of exposure and frequency of occurrence.  

 
4. C/P should flexibly adjust their analysis, by considering characteristic of target compounds and results of 

analysis, thus repeating analysis whenever results of analysis show some abnormalities from expected.  
 
7. Lessons Learned 
1. By learning the challenge identified during the evaluation study, i.e. the difficulty to share information 

among short term experts who were dispatched intermittently and individually, it is recommended to set 
up opportunities for information sharing among experts, for example, such as holding regular meetings 
to make them familiar with the progress of the Project and to exchange their views and opinion on the 
Project. This would contribute to efficient technical transfer. 

 
2. The following conditions, which were met in the Project, can be considered as keys to success;   

i. Mounting public concerns about the existing environmental issue generate motives and incentives to 
the concerned persons. 

ii. Existence of commitment of the C/P organization, close cooperation between ERTC and PCD, and 
the capability and great dedication of all C/P.  

 



 

3. Longstanding relationship with the JICA’s technical cooperation has successfully contributed to the 
enhancement of the technical capacities of ERTC as a whole, and the confidence in Japanese 
technologies by C/P greatly contributed to the smooth implementation of the Project. 

 
8. Follow-up Situation 

Nothing particular. 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 
１－１ 終了時評価調査の背景・目的 
（1）プロジェクトの背景と内容 
 タイ王国〔以下、「タイ」と記す：面積 51万 4,000km2、人口 6,242万人（2005 年）、1人当
たり GDP 3,179ドル（2006年）〕は、工業化や都市化、モータリゼーションの進行を背景に深
刻な大気汚染問題を抱えている。かかる状況の下、タイ天然資源環境省においては、一酸化炭

素、二酸化窒素、二酸化硫黄、浮遊粒子状物質（SPM）、オゾン、鉛、炭化水素等の伝統的な
大気汚染物質について環境基準値を設け、バンコク首都圏を中心に全国 52ヵ所の自動観測ス
テーションにおいてモニタリングを行い、大気汚染対策に取り組んでいる。しかしながら、

SPM や光化学オキシダントの生成の原因となる物質の一つとして知られている揮発性有機化

合物（Volatile Organic Compounds：VOCs）については、プロジェクト開始当時は、環境基準
や排出基準は設定されておらず、体系的なモニタリングは行われていなかった。VOCsは、吸
入による頭痛やめまい、腎障害などの有害性や発ガン性などの可能性が指摘されていること、

また VOCsが原因と考えられる悪臭を伴う事故が発生していること等により、近年、タイにお
いてもその対策の必要性が認められている。 
 かかる状況を受け、大気中 VOCsの環境基準策定に資する調査研究（健康リスクアセスメン
ト）の実施のため、タイ天然資源環境省において環境基準・排出基準の策定を含む VOCs大気
汚染対策を講じるためのキャパシティが強化されることを目的とし、タイ政府から要請のあっ

た技術協力プロジェクト「タイ王国環境研究能力向上プロジェクト」を 2005年 6月から実施
中である。 
 なお、本プロジェクトは、天然資源環境省公害規制局（Pollution Control Department：PCD）
を対象に 2006年 3月から 2008年 3月に実施された「環境基準・排出基準設定支援プロジェク
ト（揮発性有機化合物：VOCs）」と一対を成すものであり、両者はいわば車の両輪の関係にあ
るといえる。環境研究研修センター（ERTC）は VOCs の測定等の基盤的部分を受け持ち、そ
の基礎の上に PCDが基準設定等の政策形成を行うもので、両機関、両プロジェクトが協力し、
補完しあうことにより最適な成果が得られることは、プロジェクト開始当時から認識されてお

り、PCD の要請書が提出される際にも専門家が両者を同時に指導できるよう派遣し、効率的
なプロジェクト実施を行えるべく調整を行った経緯がある。両プロジェクトは同じプロジェク

ト目標及び上位目標を掲げており、ERTCは適切なモニタリング手法の開発及びヘルスリスク
分析に関する調査研究を、PCD は優先的に対策に取り組む必要がある VOCs の基準設定をそ
れぞれ実施し、終始連携を図りつつプロジェクトを進め、補完的な役割を果たしつつ天然資源

環境省の VOCs大気汚染対策能力の強化に貢献した。 
 
（2）終了時評価調査の背景と目的 
① 2008年 6月 11日にプロジェクトが終了するにあたり、マスタープラン及び活動計画に基
づき投入実績、活動内容、計画達成度を調査・確認してプロジェクトの実績の検証を行う。 

② 評価 5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から評価を行う。 
③ 評価に基づき、終了時までの対応方針等について提言を行うとともに、類似の技術協力案

件への教訓を抽出する。 
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１－２ プロジェクト概要 
（1）上位目標 
 VOCs大気汚染に対する具体的対策がとられる。 

 
（2）プロジェクト目標 
 天然資源環境省において VOCs大気汚染対策を講じるためのキャパシティ（環境基準・排出
基準の設定を含む）が強化される。 

 
（3）成 果 

1．タイにおける適切な VOCs大気環境モニタリング方法が開発される。 
2．VOCs大気汚染の現状が明らかにされる。 
3．VOCs大気汚染とヘルスリスク分析に関する環境研究研修センター（ERTC）の調査研究能
力が強化される。 

 

１－３ 合同評価調査団の構成 
＜日本側調査団＞ 
（1） 団長（総括） 須藤 和男 JICA 地球環境部 課題アドバイザー 
（2） 協力計画 宇多 智之 JICA 地球環境部 環境管理グループ 環境管理 

第一課 主任 
（3） 評価分析 大石 美佐 国際航業株式会社 海外事業部 

 
＜タイ側調査団＞ 
（1） リーダー Mr. Boonchob Suthamanuswong ERTC所長 
（2） メンバー Dr. Hathairatana Garivait ERTC大気科 科長 
（3） メンバー Ms.Wanna Laowagul ERTC大気科 研究員 
（4） メンバー Ms. Daisy Morknoy ERTC大気科 研究員 
（5） メンバー Ms. Plernpis Pongprayoon ERTC大気科 研究員 
（6） メンバー Mr. Sirapong Sooktawee ERTC大気科 研究員 

 
１－４ 調査日程 
日順 日付 時間 スケジュール 

1 4月 1日  (大石) タイ到着 

 4月 2日 午前 
 

午後 

ERTCカウンターパートと会合 
(タイ側よりプロジェクトの進捗報告) 

日本人専門家、カウンターパートへのインタビュー 

2 4月 3日 終日 ERTCカウンターパートへのインタビュー 

3 4月 4日 終日 ERTCカウンターパートへのインタビュー 

4 4月 5日 終日 評価レポートのまとめ 

5 4月 6日 終日 評価レポートのまとめ 
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6 4月 7日 午前 
午後 

評価レポートのまとめ 
(須藤、宇多) タイ到着 

日本人専門家との会合 

7 4月 8日 午前 
午後 

ERTC所長への表敬訪問 
ERTCカウンターパートとの協議 

8 4月 9日 午前 
午後 

 

環境質促進局（DEQP）局長への表敬訪問 
ERTCラボラトリーの視察 
ERTCカウンターパートとの協議（評価レポート準備）

9 4月 10日 午前 
午後 

合同評価会議（M/M署名） 
JICAタイ事務所への報告 

10 4月 11日 午前 (須藤、宇多、大石) 日本着 
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第２章 終了時評価の方法 
 
２－１ 評価の方法 
 本評価は、「改訂版 JICA事業評価ガイドライン」に沿って、日本、タイ双方から選出された評
価メンバーによって実施された合同評価である。プロジェクトのマスタープランを用い、評価時

点での実績（計画の達成状況もしくは達成見込み）と実施プロセスの検証を踏まえて、評価5項目
（妥当性・有効性・効率性・インパクト・自立発展性）の観点から行う多面的な評価である。 
 

妥当性（relevance）1 
プロジェクトの目指している効果（プロジェクト目標や上位目標）が受益者のニーズに合致して

いるか、問題や課題の解決策として適切か、被援助国および日本側の政策との整合性はあるか、

プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金である ODAで実施する必要があるかなど
といった「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点。 

有効性（effectiveness） 
プロジェクトの実施により本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされているのか、あるい

は、もたらされるのかを問う視点。 

効率性（efficiency） 
主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されているか、あるいはさ

れるかを問う視点。 

インパクト（impact） 
プロジェクト実施によりもたらされる、長期的、間接的効果や波及効果を見る視点。予期してい

なかった正・負の効果・影響を含む。 

自立発展性（sustainability） 
援助が終了してもプロジェクトで発現した効果が持続しているか、あるいは持続の見込みはある

かを問う視点。 

 

２－２ 主な調査項目と情報・データ収集方法 

（1）既存資料の分析と評価デザインの作成 
本プロジェクトの協議議事録（M/M）、専門家報告書などの関連書類をレビューし、終了時

評価の調査計画と評価グリッドを作成した。 
 
（2）質問票による聞き取り調査 

事前送付した質問票を用いて、日本人専門家、カウンターパート（C/P）に対し広範な聞き
取り調査を実施した。質問票による聞き取り調査で得た情報は、付属資料 2．の評価グリッド
に記載されている。 

 

                             
1 5項目の説明は、「プロジェクト評価の手引き（改訂版 JICA事業評価ガイドライン）」p.41から抜粋した。 
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（3）グループインタビュー 
上記の聞き取り調査のいくつかは、グループインタビュー形式で行われた。グループイン

タビューで得た情報は、付属資料 2．の評価グリッドに記載されている。 
 
（4）プロジェクト活動の視察 

供与機材に関しては、調査期間中にその稼働状況・保管状況を確認した。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 
３－１ 投入実績 
 ３－１－１ 日本側の投入実績 
（1）短期専門家派遣 

2008年3月末時点での短期専門家の派遣は、2005年度3人〔4.93人月（MM）〕、2006年度3
人（4.44 MM）、2007年度3人（5.83MM）の計9人（15.20 MM）である。詳細は、英文評価
レポートのAnnex 4を参照のこと。 

 
（2）研修員受入れ 

2007年度に、3人のカウンターパート（C/P）が本邦研修に参加している。詳細は、英文
評価レポートのAnnex 5を参照のこと。 

 
（3）機材供与 

モニタリングに必要なガスクロマトグラフ質量分析計や、キャニスター、標準ガスなど

を中心に、2,500万円程度の資機材を供与している。詳細に関しては、英文評価レポートの
Annex 6を参照のこと。 

 
（4）協力金額 

2008年 3月末時点での日本側の主な投入は、以下のとおりである。 
 

表１ 協力金額（日本側投入分） 
 （単位：千円） 

 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 合計 

協力金額 18,627 29,118 11,122 21,245 80,112 

 
 ３－１－２ タイ側の投入実績 
（1）カウンターパート 

2008 年 3 月末時点で、環境研究研修センター（ERTC）大気科の科長を含む 9 人が、C/P
として日本人専門家とともにプロジェクトの実施・運営に携わっている。 

 
（2）施設・設備の提供、その他の負担 

ERTCの施設や設備をオフィスとして利用していることに加え、必要なローカルコストに
関しては、滞りなくタイ側で負担されており、プロジェクトの運営は円滑に行われている。 
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３－２ 成果の達成度 

成果 1 タイにおける適切な VOCs大気環境モニタリング方法が開発される。 

指標 1.1 タイにおける適切な VOCs大気モニタリング手法が汚染対策委員会に提出され

る。 

 
 本プロジェクトにおいては、下記 3つの手法の技術移転に注力している。 
・キャニスター・プレコンセントレーター/ガスクロマトグラフ質量分析計による分析（キャニ

スター法） 
・パッシブサンプリング・加熱脱着/ガスクロマトグラフ質量分析計による分析（パッシブ TD
法） 

・DNPH固体捕集/高速液体クロマトグラフ質量分析計による分析（DNPH-HPLC法） 
 
 キャニスター法に関しては、米国環境保護庁（U.S.EPA）の揮発性有機物分析方法 TO-15法に準
じる 77 成分をキャニスター分析のターゲットとしており、現在は、77 成分中、57 成分に関し十
分な定量感度をもった分析結果が得られている。また、同測定手法による定期モニタリングは、

2006年 8月よりバンコク 11地点（沿道 5地点、住宅地 5地点、境界地域 1地点）で実施されてい
る。加えて、2007 年 5月からはマプタプット地域での 2ヵ月に 1 度の定期モニタリングも始まっ
ており、同手法に関しては、標準作業手順書（SOPs）も作成されている。また、指標にもあると
おり、現在、Proposal of Establishment of an Appropriate Methodology for Ambient VOCs Monitoring in 
Thailand using Canister-Preconcentrator / GC/MS Techniqueという同法を用いた環境基準優先取組揮
発性有機化合物（VOCs）9成分2のモニタリング手法の提案を準備中であり、2008年 9月末までに
は汚染対策委員会に提出の予定である。 
 
 パッシブ TD 法では、捕集剤 Carbopack B を利用した場合には 24VOCs 成分に関し、捕集剤
Carbopack Xを利用した際には 11VOCs成分に関し、良好な分析結果が得られるようになった。欠
測月があるものの、2007年 3月からは、キャニスター法と同じバンコク 11地点で定期モニタリン
グを開始している。2007 年 5 月からは、マプタプット地域でのサンプリングも開始しており、現
在、同法による分析結果をまとめた Establishment of Passive Sorbent Tube Thermal Desorption-GC/MS- 
Method for VOCs measurement in ambient air- という技術報告書の改訂を行っているところである。
また、同法の SOPsも作成されており、先述の技術報告書にまとめられている。 
 
 DNPH-HPLC法では、パッシブ、アクティブ両方の方法でサンプリングを実施し、カルボニル
化合物 15VOCs成分を対象に分析を行っており、15成分のうち 14成分について十分な定量感度
をもった分析が可能となっている。2007 年 10 月からは、他の 2 手法と同じバンコク 11 地点で
の定期モニタリングを、また 2007年 11月からは、マプタプット地域でのサンプリングを開始し
ている。同法の開発においては、他の 2手法より遅れて本格的な取り組みが始まったこと、プロ
ジェクトの開始後に HPLCの不具合が判明したことなどにより確立が遅れているものの、①健康
                             
2 9成分とは、Benzene（ベンゼン）、Vinyl Chloride（塩化ビニルモノマー）、1,2-Dichloroethane（エチレンジクロライド）、

Trichloroethylene（トリクロロエチレン）、Dichloromethane（ジクロロメタン）、1,3-Butadiene（1,3ブタジエン）、Chloroform（ク
ロロホルム）、Tetrachloroethylene（テトラクロロエチレン）、1,2-Dichloropropane（1,2-ジクロロプロパン）である。また、こ
れらの9成分が健康影響委員会に提案されたのは、2007年2月13日である。 
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リスクが大きい化合物であること、②自動車燃料としてエタノール配合率の高いガソホール

（gasohole）の利用が予定されていることなどにより、カルボニル化合物のモニタリングの重要
性は今後ますます高まることが想定され、ERTC では今後も精度管理の確立や SOPs の準備とい
った活動を継続し、同法の確立に注力する予定である。 
 このように ERTCにおいては、キャニスター法に加え、パッシブ TD法、DNPH-HPLC法といっ
た複数の VOCs大気環境モニタリング方法の確立が進んでいる。また指標に関しては、VOCs大気
モニタリング手法（キャニスター法）の汚染対策員会への提案の準備が進んでおり、成果 1 の達
成状況は良好といえる。 
 

成果 2 VOCs大気汚染の現状が明らかにされる。 

指標 2.1 VOCs大気汚染のベースラインサーベイが実施される。 

2.2 VOCs大気汚染の地理分布が解明される。 

2.3 VOCs大気汚染の時系列分布が解明される。 

2.4 健康影響の観点から VOCs大気汚染が評価される。 

2.5 VOCs大気汚染の現状に関する技術報告書が作成される。 

 
 ベースラインサーベイとして、2006 年 8 月よりバンコクの沿道 5地点、住宅地 5 地点、境界地
域 1地点の計 11地点で、月例のキャニスター法による定期モニタリングを開始している。2007年
3月にはパッシブ TD法による定期モニタリング、2007年 10月には DNPH-HPLC法による定期モ
ニタリングが加わり、環境基準の設定された優先取組 VOCs9成分以外についても VOCs大気汚染
の地理的、時系列分布が解明されつつある。これらバンコク 11地点に加え、マプタプット地域に
おいても、キャニスター法、パッシブ TD法、DNPH-HPLC法、それぞれによる 2ヵ月に 1度の定
期モニタリングが開始されている。 
 本プロジェクトにおいては関連活動が限られていたため、「健康影響の観点からの VOCs大気汚
染の評価」は今後の研究課題といえる。2006年 9月 13日に環境基準・排出基準設定支援プロジェ
クト3により開催された「大気中 VOCs の健康影響評価に関するワークショップ」には、本プロジ
ェクトの C/Pも出席し、健康影響評価に関する基本的な考え方を学んでいる。ERTCはこれらの知
見を生かし、健康影響の観点からモニタリングデータの評価を行い、プロジェクト終了時までに

は技術報告書にまとめる予定である。また、より長期のモニタリングデータを集積した後には、

更に詳しく健康影響の観点からの評価を行う予定である。 
 ERTCはプロジェクト終了までに、プロジェクトで作成した主な報告書、レポート、モニタリン
グレポートなどを VOCs大気汚染の現状に関する技術報告書としてまとめる予定である。加えて、
次号の ERTC 研究報告書（2008 年 9 月までに発行予定）には、本プロジェクトの成果として C/P
が共同執筆した Status of Ambient Volatile Organic Compounds in Bangkok Areaと題する報告が掲載さ
れる予定であるが、この報告のなかでは定期モニタリングの結果が地理的・時系列分布の視点か

ら分析されている。このようにベースラインサーベイを通して VOCs 大気汚染の現状が明らかに
なってきており、成果 2の達成状況も良好といえる。 
 

                             
3 公害規制局（Pollution Control Department：PCD）を C/P機関とし、2006年 3月から 2008年 3月まで実施された JICAの技術
協力プロジェクトであり、本プロジェクトと同じ上位目標、プロジェクト目標をもつ。 
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成果 3 VOCs大気汚染とヘルスリスク分析に関する ERTCの調査研究能力が強化される。

指標 3.1 7人の ERTCスタッフ（サンプリング：3人、分析：4人）が、プロジェクトの
2 年目終了時までに、VOCs 大気汚染モニタリングを計画し実行できるように
なる。 

3.2 4 人の ERTC スタッフが、パッシブサンプリング手法を用いて、VOCs 大気汚
染レベルを調査し、その年間平均値を用いて長期健康リスクの評価が可能にな

る。 
3.3 4 人の ERTC スタッフがタイにおける VOCs 大気汚染の状況を明らかにするた

めのデータ解析技術を習得する。 

 
 2007年 6月に 1人、同年 7月に 1人、計 2人の新しいスタッフが加わり、現在 9人のスタッフ
が C/P としてモニタリング分析にかかわっている。定期モニタリングの計画に際しては、人口セ
ンサスデータ及び交通量データが利用されており、現在は、得られた分析データを基に計画の適

正が検証されている。実際の定期モニタリングは、欠測月はあるものの、2年目の終了（2007年 5
月）に先駆け 2006 年 8 月より開始されており、結果は地理的・時系列分布の視点から分析され、
Status of Ambient Volatile Organic Compounds in Bangkok Areaという報告文書などにまとめられてい
る。 
 日本人専門家と協働することで、中心的 C/P 4人のデータ解析能力は向上した。また、本邦研修
（2007年 8月 20日～同年 9月 13日）においてデータ解析を学んだ C/P 1人は、習得したデータ
解析技術を利用し、報告文書のまとめに貢献している。 
 長期健康リスクの評価に関しては、先述のとおり関連活動が限られていたため、今後更なる研

究が必要といえるものの、VOCs大気汚染に関する ERTCの調査研究能力は強化されており、成果
3の達成状況についてもおおむね良好といえる。 
 
３－３ プロジェクト目標の達成度 

プロジェ

クト目標 
天然資源環境省において VOCs 大気汚染対策を講じるためのキャパシティ（環境基
準・排出基準の設定を含む）が強化される。 

指標 1 ERTCが汚染対策委員会に対し、信頼性のある VOCs大気汚染モニタリング手法
を提案する。 

2 天然資源環境省が、健康影響の観点から優先的に監視、管理すべき VOCsを認識
する。 

3 ERTCが VOCs大気汚染モニタリング手法に関する研修を実施できるだけの技術
的能力を習得する。 

4 タイ国民が ERTCの研究を通して VOCs大気汚染に関する認識を深める。 

 
 天然資源環境省は VOCs大気汚染対策を火急の課題として認識しており、実際に 2007年 9月に
は優先取組 VOCs9成分について環境基準が設定されている。加えて、下記のとおり各指標の状況
も良好であり、プロジェクト目標の達成度は高いといえる。 
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指標 1： 
ERTCが汚染対策委員会に対し、信頼性のある VOCs大気汚染モニタリング手法を提案する。 
 JICA の技術協力プロジェクトを通じて、ERTC、PCD の両機関が、キャニスター法を利用した
大気中の VOCs分析手法を習得しており、優先取組 VOCs9成分の環境基準を定めた政令では同手
法が推奨されている。加えて、本プロジェクトにおいては、Proposal of Establishment of an 
Appropriate Methodology for Ambient VOCs Monitoring in Thailand using Canister- Preconcentrator / 
GC/MS Technique というキャニスター法を用いた優先取組 VOCs9 成分に関するモニタリング手法
の提案文書を準備中であり、2008年 9月末を目処に汚染対策委員会に提出の予定である。 
 
指標 2： 
天然資源環境省が、健康影響の観点から優先的に監視、管理すべき VOCsを認識する。 
 2007年 2月 23日に開催された国家環境委員会において、健康影響委員会（Health Effect Committee）4

が、優先取組 VOCs9 成分の環境基準の設定を提案した。同提案を受けて、2007 年 9 月 14 日には
VOCs9 成分の環境基準に係る政令が発行されており、天然資源環境省は、優先的に監視、管理す
べき VOCsを認識しているといえる。 
 また ERTCは PCDとともに、2006年 8月より定期モニタリングを開始している。モニタリング
計画の策定に際しては、PCDと会合をもち、ERTCが沿道 5地点、住宅地 5地点、境界地域 1地点
の計 11地点で、PCDが発生源近傍の一般環境 13地点でモニタリングを行うこととした。ERTCは
研究機関ということもあり、U.S.EPAの揮発性有機物分析方法 TO-15法に準じる 77成分をキャニ
スター分析法のターゲットとしており、現在は、77成分中、57成分に関し十分な定量感度をもっ
た分析結果が得られている。キャニスター法に加え、パッシブ TD法によるモニタリング分析も進
めており、複数の手法で広範囲な VOCsを分析対象とし、環境基準の設定された VOCs9成分以外
についても VOCs大気汚染の地理的、時系列分布の調査を積み重ねている。さらに、DNPH-HPLC
法により、VOCs のなかでも健康影響の大きいとされるカルボニル化合物の分析を開始している。
今後もこれらのモニタリングを続け、適宜結果を発表していくことで天然資源環境省内での VOCs
への更なる理解・認識を深めていく予定である。 
 
指標 3： 
ERTCがVOCs大気汚染モニタリング手法に関する研修を実施できるだけの技術的能力を習得する。 
 ERTCは、2007年 7月 23日から 27日まで 5日間に及ぶ「大気中 VOCsモニタリング研修」を
主催・実施している。マプタプット問題に起因する VOCs問題への社会的関心の高まりを受け、
同研修には定員を超える 67人の応募があり、実際には政府関係者 14人、大学関係者 11人、民間
企業職員 16人の計 41人が同研修に参加した。チュラロンコン大学の準教授、PCD局長などに加
え、本プロジェクトの C/P全 9人が、それぞれの分野において講義・実習を行っている。また同
研修に対するニーズが極めて高いことから、2008年度も 5日間の研修を 8月上旬に実施する予定

                             
4 Health Effect Committeeの正式名称は The Committee for Study Human Health Effect from Pollution in Rayong Provinceといい、国家環境
委員会、保健省（Ministry of Public Health）、労働省(Ministry of Labor)、タイ研究基金（Thailand Research Fund）、タイ工業団地公社、
工業省(Ministry of Industry)の工業活動局（Department of Industrial Work）、天然資源環境政策計画庁（Office of the Natural Resources and 
Environmental Policy and Planning）、国立ガン研究所(National Cancer Institute of Thailand)、チュラボーン研究所、国家経済・社会開発
委員会アドバイザリー・サブ委員会（National and social advisory subcommittee office of the National Economic and Social Development 
Board）、環境質促進局（Department of Environmental Quality Promotion）、環境研究研修センター（Environmental Research and Training 
Center）、州政府関係者、大学関係者、NGOs、企業代表、住民代表であり、PCDは事務局を務めている。 
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であり、ERTCは VOCs大気汚染モニタリング手法に関する研修を実施する技術的能力を習得した
といえる。 
 
指標 4： 
タイ国民が ERTCの研究を通して VOCs大気汚染に関する認識を深める。 
 ERTCでは数年に 1度研究報告書を作成しており、次号には本プロジェクトの成果として C/Pが
共同執筆した Status of Ambient Volatile Organic Compounds in Bangkok Areaと題する報告が掲載され
る予定である。また ERTCが発行している“Green Research”という小冊子、“Green News”というニ
ューズレター等において一般市民向けに VOCs大気汚染や本プロジェクトの説明がなされている。
その他、ERTCの C/Pは各種セミナーにも参加し、講師を務めるなど、積極的に研究成果の発表を
行っている。加えて、VOCs大気汚染の社会問題化を受け、大気中の VOCsモニタリングへの関心
が高まるなか、現在までに 14の機関から 200人を超える人々が ERTCの視察（Technical Visits）に
訪れている。このように、ERTCはさまざまな方法を用いて広くプロジェクトの成果を伝えており、
タイ国民は VOCs大気汚染に関する認識を深めつつあるといえる。  
 
３－４ 上位目標の達成見込み 

上位目標 VOCs大気汚染に対する具体的対策がとられる。 

指標 汚染対策委員会が VOCs 大気環境基準を策定するための具体的活動を行う際に、本
プロジェクトの成果が活用される。 

 
 指標では、汚染対策員会が環境基準設定においてイニシアティブをとることが想定されている

ものの、実際には 2007年 2月 23日に開催された国家環境委員会が、優先取組 VOCs9成分の環境
基準の設定を提案し、2007 年 9 月 14 日には政令が発行されている。このようにいくつかの主要
VOCsについては、環境基準の設定という具体的な対策がとられており、上位目標の達成は確実と
いえる。 
 本プロジェクトの成果の活用としては、環境基準の設定に先駆けて、NGO グリーンピースのレ
ポートの発表を機に、マプタプット工業地帯での VOCs に起因する大気汚染が社会問題となるな
か、2005年 10月には天然資源環境省からの依頼を受け、ERTCは PCDがマプタプット地域で集め
たサンプルをキャニスター法を用いて分析している。PCD を C/P 機関とした環境基準・排出基準
設定支援プロジェクト開始以前の当時は、大気中の VOCs 分析が行える機関は、本プロジェクト
の支援を受けた ERTCだけであった。 
 また環境基準設定に際しては、ERTCは PCDに対し、先行していたキャニスター法による大気
中の VOCs分析手法の経験と SOPsを提供し、PCDが同分析技術の習得にかかる時間を大幅に短縮
することに貢献した。このような ERTCの貢献もあって、PCDは 2006年 8月以降のモニタリング
分析が可能になったといえる。 
 
３－５ プロジェクトの実施体制・実施プロセス 
 ERTC への協力は、環境モニタリング技術の移転を目的に ERTC の設立を支援するという 1989
年の無償資金協力にさかのぼる。日本との関係も深い ERTC 関係者の日本の技術への信頼性は高
く、また協力の受入体制も整っており、プロジェクトに関する認識は非常に高いといえる。 
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 加えて、インタビューにおいては、プロジェクト関係者と日本人専門家間のコミュニケーショ

ンは良好であったとの回答を得ている。実際に各専門家は、少なくとも 2 回（赴任当初の業務計
画の説明と帰国直前のラップアップ会議）、全体会合を開催し、積極的に C/Pとの情報共有を行っ
ており、プロジェクトの実施体制・実施プロセスに大きな問題は生じていない。一点、各専門家

の派遣期間が短く、かつ派遣時期が重ならない本プロジェクトのような場合には、専門家の間で

の情報共有が難しいという課題が明らかとなった。 
 
３－６ 効果発現の貢献・阻害要因 
 効果発現に貢献した主要な要因としては、以下が考えられる。 
 
【計画内容に関すること】 

• マプタプット問題の社会的・政治的圧力の大きさを受け、大気中 VOCs対策が C/P機関にとっ
ての最重要課題となり、C/Pの学びの姿勢がより切実なものとなった。 

• PCD を C/P 機関とした「環境基準・排出基準設定支援プロジェクト」開始前の当時は、大気
中の VOCs分析が行える機関は、本プロジェクトの支援を受けた ERTCだけであった。ERTC
は PCD に対し、先行していたキャニスター法による大気中の VOCs 分析手法の経験と SOPs
を提供し、PCD が同分析技術の習得にかかる時間を大幅に短縮することに貢献した。このこ
とにより、PCDは環境基準設定の際に参考とされた定期モニタリングを 2006年 8月から開始
することが可能となった。 

 
【実施プロセスに関すること】 

• JICA やその他の日本の関連機関との協力の機会が多い ERTC では、日本の技術への信頼性が
高く、また協力の受入体制も整っており、プロジェクトに関する認識が高い。 

• ERTCへの協力経験のある専門家が派遣されており、タイ全体、また ERTC自体の技術的水準
を理解したうえで、技術移転を行うことが可能であった。 

 
一方、主な阻害要因としては、以下の項目が考えられる。 

 
【計画内容に関すること】 

• マプタプット問題を受け、健康影響委員会を中心に環境基準設定の作業が前倒しされることと
なったが、その時点では、ERTCではキャニスター法の精度管理が確立しておらず、2006年 8
月から 10月までの間のモニタリングデータの提出を控えざるを得なかった。 

 
【実施プロセスに関すること】 

• DNPH-HPLC法の開発においては、プロジェクトの開始後に HPLCの不具合が判明するといっ
た問題があり、手法の確立やそれに伴う SOPsなどの文書の準備に遅れが生じた。 
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第４章 評価結果 
 
４－１ 評価 5 項目による分析 

 ４－１－１ 妥当性 

 タイ政府は、第10次国家社会経済計画（Tenth National Economic and Social Development Plan）
（2006年10月～2011年9月）において、「資源・自然環境の保全」を開発の重点5分野の一つとし
てあげており、経済発展や人間開発と並び、環境保全を重視している。また、Enhancement and 
Conservation of the National Environmental Quality Policy and Plan（1997年～2016年）においては、
大気汚染などのさまざまな汚染管理を含む環境保全・管理の枠組みが示されている。このよう

な法的枠組みに支えられ、近年、環境問題への対策が本格化しつつあるが、浮遊粒子状物質

（SPM）や光化学オキシダントの生成の原因となる物質の一つとして知られている揮発性有機
化合物（VOCs）については、プロジェクト開始当時、環境基準は設定されておらず、体系的な
モニタリングは行われていなかった。そのようななか、NGOの発表したレポートを契機にマプ
タプット地域での健康被害問題が大きな社会・政治問題となり、大気中VOCs対策の策定が環境
政策のなかでも最優先課題となった。また日本の援助政策においても、2006年5月に対タイ経済
協力計画を改定し、技術協力プロジェクトにおいては環境管理への支援を含む「社会の成熟化

に伴う問題への対応」を重点項目の一つにあげており、環境協力を重視している。 
 2007年9月には、優先取組VOCs9成分の環境基準を定めた政令が出されるに至ったが、同法令
においては、環境研究研修センター（ERTC）がプロジェクトを通じて習得したキャニスター法
による分析が推奨されている。VOCs問題への社会的関心の高まりとその後の環境基準の制定を
受け、多くの実験研究所がキャニスター法の習得に関心を示すなか、研修センターとしての機

能をもつERTCは、5日間に及ぶ「大気中VOCsモニタリング研修」を実施するなどプロジェクト
の知見を広めつつある。このように、協力内容はカウンターパート（C/P）機関のニーズだけで
なく社会全体のニーズ、時機にあった妥当性の高いものであったといえる。 

 
 ４－１－２ 有効性 
 成果の数は3つにまとめられているものの、多くの重要な活動をもつ包括的なものとなってお
り、プロジェクト目標を達成するには十分であったと考えられる。例えば、成果1は、キャニス
ター法、パッシブTD法、DNPH-HPLC法といった大気中VOCsの分析手法の習得と確立を経て達
成されつつある。また成果2、成果3に関しては、2006年8月から開始されている定期モニタリン
グ、その後の結果分析を経ておおむね達成されており、プロジェクトの有効性は保たれている

といえる。 
 
 ４－１－３ 効率性 
 インタビューの結果からは、投入された人材（日本人専門家）、研修、機材に対する満足度は

高く、活用度も高いことが明らかとなった。また投入のタイミングに関しては、本邦研修（個

別：3研修）のうち、1つの研修に関し遅れが生じたが、それ以外についてはおおむね計画どお
りに行われた。 
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人材（日本人専門家） 
各分析手法の開発の進度に合わせ、必要な分野の専門家が適切に投入されてきたといえる。

C/Pからは、分析手法自体やそれに伴うデータ解析・まとめから、資機材の取り扱い、サンプ
リング手法といった事柄に至るまで、日本人専門家との協働を通して非常に多くの新しい知

識を学んだという回答を得ており、人材活用（日本人専門家とC/Pとの協働）は十分に行われ
ていたといえる。 

 
本邦研修 
本プロジェクトの本邦研修は、専門性の高い分野であるため、大学や国公立の研究所を受

入機関とした個別研修という形で行われた。他の 2 手法に比べて手法確立に時間を要してい
る DNPH-HPLC 法や、集積しつつあるモニタリングデータの解析を円滑に行うために必要な
データ解析などについて研修が行われており、研修参加者からの聞き取りでは、研修で得た

知見は日々の業務で十分活用されていることが分かった。 
 

機 材 
分析に必要なガスクロマトグラフ質量分析計といった高度分析機器に加え、標準ガスやキ

ャニスターといったキャニスター法の確立に必要な資機材、HPLC分析のためのワークステー
ションや関連資機材などが供与されている（JICA から供与された資機材以外に、分析やメン
テナンスのために必要となる機材については ERTC が適宜購入している）。これらの機材は、
大きな遅れもなく投入され、現在行われているモニタリング分析活動において適切に使われ

ていることが確認された。 
 
 ４－１－４ インパクト 
 優先取組 VOCs9成分に関する環境基準の設定という具体的な対策がとられており、上位目標
の達成は確実となっている。また、プロジェクトが当初想定していたターゲットグループであ

る ERTC の C/P に加え、下記のとおり、多くの関係者にプロジェクトの知見が伝えられつつあ
り、正のインパクトが発現しているといえる。 

• ERTC主催の「大気中 VOCsモニタリング研修」への参加者 41人（政府関係者 14人、大学
関係者 11人、民間企業職員 16人） 

• 14の機関から ERTC視察（Technical Visits）に訪れた 239人 
 
 ４－１－５ 自立発展性 
 組織・制度的側面、財政的側面、技術的側面における自立発展性の検証から、下記のとおり、

本プロジェクトの自立発展性の見込みは極めて高いといえる。 
 環境質促進局（Department of Environmental Quality Promotion: DEQP）下の ERTCは、プロジェ
クトを通して大気中 VOCs のモニタリング・分析手法を習得し、それらの手法・知見を研修を
通じて他機関に移転しはじめている。また政府からの支援は、表 2 のとおり予算規模の拡大と
いう形で得られており、加えて、VOCsモニタリング分析に係る人員をプロジェクト期間中に 3
人（2008 年 5 月に増える 1 人を含む）増員させていることなどからも、組織・制度的側面での
自立発展性は十分高いと考えられる。 
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表２ ERTC大気科の VOCs分析に関連する予算 
 （単位：バーツ） 

費目 2005 2006 2007 2008 2009 

オペレーション費 2,372,600 2,503,000 3,439,000 4,298,700 3,537,100
資機材費 2,900,000 - 399,966 2,674,000 300,000

合計 5,272,600 2,503,000 3,838,966 6,972,700 3,837,100

 
 既述のとおり、マプタプット問題の社会問題化を受け、表 2 に見られるように ERTC の大気
中 VOCs 対策の予算は拡大傾向にあるうえ、プロジェクト終了後の予算も確保されている。こ
のように財政的側面からみた自立発展性も十分に確保されているといえる。 
 C/Pへのインタビューでは、本プロジェクトを通して、新しい知識を習得し、大気中 VOCsモ
ニタリングが可能となったことへの自信が示された。加えて、プロジェクトの支援内容（移転

技術）が C/Pの業務と一致しており、移転技術の利用頻度は高く、習得も進んだといえる。ERTC
はプロジェクトで得た知見を、①Proposal of Establishment of an Appropriate Methodology for 
Ambient VOCs Monitoring in Thailand using Canister-Preconcentrator / GC/MS Techniqueというキャ
ニスター法を用いた環境基準 VOCs9成分のモニタリング手法の提案文書として汚染対策委員会
に提出すること、②「大気中 VOCs モニタリング研修」を継続すること、③研究論文・報告書
を作成・発表していくことで広めていく予定であり、技術的側面からみた自立発展性の見込み

も高いといえる。 
 
４－２ 評価結果 
（1）プロジェクト関係者との一連の協議及び現地視察に基づく評価調査の結果、プロジェクト･
アウトプット（成果）は概して良好な結果を得ており、順調にプロジェクト目標を達成しつ

つあると判断される。したがって、本プロジェクトは当初計画どおり、協議議事録（M/M）
に示されたプロジェクト期間である 2008年 6月 11日をもって協力を終了する。 

 
（2）JICA は ERTC に対し、その設立以来、長期にわたり技術協力を実施してきており、ERTC
の C/P は JICA の技術協力の性格を十分に理解し、また、JICA 専門家の技術力に対する信頼
も高かった。さらに、本プロジェクトの 3 人の短期専門家は、以前 ERTC における協力経験
があったため、ERTCの技術レベルについて認識があった。このような好条件が短期専門家に
よる技術移転を円滑に進展させる大きな要因であったと推察される。 

 
（3）また、ERTCの本プロジェクトに対するオーナーシップの意識は高く、C/Pがプロジェクト
の円滑な実施に積極的にかかわったことが、専門家の真摯な努力と相俟ってプロジェクトの

成果の発現に大きく寄与したと思われる。 
 
（4）JICAは本プロジェクトと平行して公害規制局（PCD）に対し、VOCsの環境基準の設定のた
めの技術協力を実施したが、ERTCが本プロジェクトの活動と成果を生かし、PCDがVOCsの環
境基準の設定のための活動を円滑に実施することに貢献した。VOCsを共通テーマとする2つ
の技術協力の相乗効果がみられ、タイの研究機関と行政機関の適切な連携により環境研究の
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成果が環境行政の推進に貢献したことは特筆に価する。 
 
（5）今回の協力を通じ、ERTCの VOCs汚染に関する研究の基礎が築かれたと思われる。その成
果を生かし、今後、ERTCがタイにおける環境研究の中核研究機関として VOCsの汚染対策行
政に更に貢献しつづけることを期待する。 
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第５章 今後の計画 
 
５－１ 提 言 
（1）環境基準設定の項目として選定された 9 成分の優先取組 VOCs の分析法については、2007
年 9月 14日に発行された政令（Royal Government Gazette No. 124 Part 143）においてキャニス
ター法と定められているものの、実際に分析を行うにあたり、機材の性能やサンプリングの

留意点等の必要条件が取りまとめられ、標準分析法として整理される必要がある。プロジェ

クト終了までに、所定の手続きを経て標準分析法が公害対策委員会に提案されることが望ま

れる。 
 

（2）ERTCはモニタリング活動の今後の展開を行うにあたり、現在確立した分析法を用いて他の
VOCsに分析の対象を広げていくのではなく、環境調査に有効な他の分析法の確立（具体的に
はパッシブ TD法と DNPH-HPLC法）をめざしていくこととしている。その過程において、タ
イの社会的ニーズとの整合性を確認するため、また世界の VOCs モニタリング研究のなかで
どのレベルにあるか常に検証をするため、今後の得られた成果については学会等を通じて積

極的に発表し、多くのフィードバックを受けることが望まれる。あわせて、学会等での発表

を通じてタイ国内で信頼のおける研究機関（研究者）として認識されることが期待される。 
 
（3）健康影響評価については現段階で拙速に結論を出すのではなく、今後の研究課題として長
期的に取り組むことが望まれる。健康影響評価は、市民や政策決定者に環境汚染の深刻さを

伝える手段として有効である。環境調査結果を社会還元するために、積極的に健康影響評価

を試みることが望まれる。しかしながら、健康影響評価法は発展途上の研究分野であり、現

在適用されている方法では未証明の仮定や安全係数といった社会的通念に基づく値が使われ

ている。健康影響評価結果の公表は、大きな社会的インパクトをもつので、評価方法につい

て常に最新の知識を習得して、評価結果の意味を説明する責任がある。加えて、評価に用い

るモニタリングデータは十分な精度が担保されたうえで、科学的根拠に基づいた健康影響評

価を行うことが望まれる。 
 
５－２ 教 訓 
（1）単発に派遣される短期専門家間の連絡や情報共有が十分とはいえなかったことを踏まえ、
本プロジェクトのような直営方式の案件を実施するにあたっては、例えば、年に 1 回はプロ
ジェクト進捗管理委員会を開催し、関係者が一堂に会する機会を設けるなどの工夫をプロジ

ェクト開始当時から行うことが望ましかったと考えられる。 
 
（2）プロジェクトの成功要因として特に重要なものとしては、今回のプロジェクトにみられた
ように、以下の条件が整っていることである。 
① 社会的な状況：社会的ニーズが高く、時機を得たものであった。 
② 人的な状況：C/P機関の指導者のコミットメント、実際に行う C/Pの潜在的な能力、意
欲、仕事に対する真剣な取組み、といった条件が整っていた。 

また、これまでの長年の技術協力の成果が蓄積されていたこと、日本の技術協力の行い方に
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理解があり、スムースな案件立ち上げが行えたことも成功要因としてあげられる。 
 
（3）分析精度管理手法は、得られたデータの使われ方に応じて要求される項目が異なる。技術
移転対象を必要最低限の分析精度項目に制限することで、データを蓄積させることを優先さ

せる。そして得られたデータを公表することで、次のステップとなるより高度な精度管理手

法習得の動機づけ、さらに精度管理を自主的に進める方法を習得する（研究能力向上）きっ

かけになる。 
 



付 属 資 料 

 

 １．ミニッツ・合同評価報告書 

 ２．評価グリッド 
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評価グリッド  タイ王国  「環境研究能力向上プロジェクト」終了時評価 
評価
項目 

評価設問 
大項目 

小項目（指標） 結果 

 
 
 
 
 
 
 
実 
績 
の 
検 
証 

 

上位目標の達成見込み 
VOCs大気汚染に対する具体的対策
がとられる。 

汚染対策委員会が VOCs 大気環境
基準を策定するための具体的活動
を行う際に、本プロジェクトの成果
が活用される。 
 

指標では、「汚染対策員会」が環境基準設定においてイニシアティブをとることが想定され
ているものの、実際には、2007 年 2 月 23 日に開催された国家環境委員会（National 
Environmental Board）において、「健康影響委員会（Health Effect Committee）1」が、優先取
組揮発性有機化合物（VOCs）9成分2の環境基準の設定を提案し、2007年 9月 14日には政令
が発行されている。このように、いくつかの主要 VOCsについては、環境基準の設定という
具体的な対策がとられており、上位目標の達成は確実といえる。 
 
本プロジェクトの成果の活用としては、環境基準の設定に先駆けて、NGOグリーンピースの
レポートの発表を機に、マプタプット工業地帯での VOCsに起因する大気汚染が社会問題と
なるなか、2005 年 10 月には、天然資源環境省からの依頼を受け、環境研究研修センター
（Environmental Research and Training Center：ERTC）は、公害規制局（Pollution Control 
Department：PCD）がマプタプット地域で集めたサンプルをキャニスター、プレコンセント
レーター、ガスクロマトグラフ質量分析計（以下、キャニスター法）を用いて分析している。
PCD をカウンターパート（C/P）機関とした「環境基準・排出基準設定支援プロジェクト」
開始以前の当時は、大気中の VOCs 分析が行える機関は、本プロジェクトの支援を受けた
ERTCだけであった。 
 
また、環境基準設定に際しては、PCD が 2006 年 8 月より行っている定期モニタリングの結
果が参照されている3。後発の PCD は、ERTC で先行していたキャニスター法による大気中
の VOCs分析手法の経験と標準作業手順書（SOPs）を共有し、同分析技術の習得にかかる時
間を大幅に短縮することで、2006年 8月からのモニタリング分析の開始が可能になったとい
える。 

                                                  
1 Health Effect Committeeの正式名称は The Committee for Study Human Health Effect from Pollution in Rayong Provinceといい、国家環境委員会、保健省（Ministry of Public Health）、労働省(Ministry 

of Labor)、タイ研究基金（Thailand Research Fund）、タイ工業団地公社、工業省（Ministry of Industry）の工業活動局（Department of Industrial Work）、天然資源環境政策計画庁（Office of the Natural 
Resources and Environmental Policy and Planning）、国立ガン研究所（National Cancer Institute of Thailand）、チュラボーン研究所、国家経済・社会開発委員会アドバイザリー・サブ委員会（National 
and social advisory subcommittee office of the National Economic and Social Development Board）、環境質促進局（Department of Environmental Quality Promotion）、環境研究研修センター（Environmental 
Research and Training Center）、州政府関係者、大学関係者、NGOs、企業代表、住民代表であり、PCDは事務局を務めている。 

2 9成分とは、Benzene（ベンゼン）、Vinyl Chloride（塩化ビニルモノマー）、1,2-Dichloroethane（エチレンジクロライド）、Trichloroethylene（トリクロロエチレン）、Dichloromethane（ジクロ
ロメタン）、1,3-Butadiene（1,3ブタジエン）、Chloroform（クロロホルム）、Tetrachloroethylene（テトラクロロエチレン）、1,2-Dichloropropane（1,2-ジクロロプロパン）である。また、これ
らの9成分が健康影響委員会に提案されたのは、2007年2月13日である。 

3 ERTCも、2006 年 8月より定期モニタリングを開始しているが、測定結果が ERTC内部の精度管理水準を満たしていないとの判断から、2006年 8月から 10月までの環境基準制定のための参
考資料としての提出は控えた。 

Administrator
２．評価グリッド
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 プロジェクト目標の達成度 
天然資源環境省において VOCs大
気汚染対策を講じるためのキャパ
シティ（環境基準・排出基準の設定
を含む）が強化される。 

1. ERTC が汚染対策委員会に対
し、信頼性のある VOCs大気汚
染モニタリング手法を提案す
る。 

JICAの技術協力プロジェクトを通じて、ERTC、PCDの両機関が、キャニスター法を利用し
た大気中の VOCs分析手法を習得しており、優先取組 VOCs9成分の環境基準を定めた政令で
は同手法が推奨されている。加えて、本プロジェクトにおいては、Proposal of Establishment of 
an Appropriate Methodology for Ambient VOCs Monitoring in Thailand using Canister- 
Preconcentrator / GC/MS Techniqueというキャニスター法を用いた環境基準 VOCs9成分に関
するモニタリング手法の提案文書を準備中であり、2008年 9月末を目処に汚染対策委員会に
提出の予定である。 

2. 天然資源環境省が、健康影響の
観点から優先的に監視、管理す
べき VOCsを認識する。 

2007 年 2 月 23 日に開催された国家環境委員会において、健康影響委員会が、優先的に取り
組む必要のある VOCs9成分の環境基準の設定を提案した。同提案を受けて、2007年 9月 14
日には優先取組 VOCs9 成分の環境基準に係る政令が発行されており、天然資源環境省は、
優先的に監視、管理すべき VOCsを認識しているといえる。 
 
また、ERTCは、PCDとともに、2006年 8月より定期モニタリングを開始している。モニタ
リング計画の策定に際しては、PCDと会合をもち、ERTCが沿道 5地点、住宅地 5地点、境
界地域 1地点の計 11地点で、PCDが発生源近傍の一般環境 13地点でモニタリングを行うこ
ととした。ERTCは研究機関ということもあり、米国環境保護庁（U.S.EPA）の揮発性有機物
分析方法 TO-15法に準じる 77成分をキャニスター分析法のターゲットとしており、現在は、
77 成分中、57 成分に関し十分な定量感度をもった分析結果が得られている。キャニスター
法に加え、パッシブサンプリング・加熱脱着/ガスクロマトグラフ質量分析計による分析法
（以下、パッシブ TD法）でのモニタリング分析も進めており、複数の手法で広範囲な VOCs
を分析対象とし、環境基準の設定されたVOCs9成分以外についてもVOCs大気汚染の地理的、
時系列分布の調査を積み重ねている。さらに、DNPH固体捕集・高速液体クロマトグラフ質
量分析計による分析（以下、DNPH-HPLC 法）により、VOCs のなかでも健康影響の大きい
とされるカルボニル化合物の分析を開始している。今後もこれらのモニタリングを続け、適
宜それらの結果を発表していくことで天然資源環境省内での VOCsへの更なる理解・認識を
深めていく予定である。 

  

3. ERTC が VOCs 大気汚染モニタ
リング手法に関する研修を実
施できるだけの技術的能力を
習得する。 

2007年 7月 23日から 27日まで 5日間に及ぶ「大気中 VOCsモニタリング研修」を実施して
いる。マプタプット問題に起因する VOCs問題への社会的関心の高まりを受け、同研修には
定員を超える 67人の応募があった。実際の研修参加者は、政府関係者 14人、大学関係者 11
人、民間企業職員 16人の計 41人であった。チュラロンコン大学の準教授、PCD局長などに
加え、本プロジェクトの C/P全 9人が、それぞれの分野において講義・実習を行っている。
また、同研修に対するニーズが極めて高いことから、2008年度も 5日間の研修を 8月上旬に
実施する予定であり、ERTC は VOCs 大気汚染モニタリング手法に関する研修を実施する技
術的能力を習得したといえる。 
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  4. タイ国民が ERTC の研究を通し
て VOCs 大気汚染に関する認識
を深める。 

ERTCでは、数年に 1度、研究報告書を作成しており、次号には、本プロジェクトの成果とし
て C/Pが共同執筆した Status of Ambient Volatile Organic Compounds in Bangkok Areaと題する報
告が掲載される予定である。また、その他、ERTCが発行している“Green Research”という小冊
子、“Green News”というニューズレター等において一般市民向けに VOCs大気汚染や本プロジ
ェクトの説明がなされている。 
 
その他、ERTCの C/Pは下記セミナーにも参加し、講師を務めるなど、積極的に研究成果の発
表を行っている。 

表１ C/Pによるプレゼンテーション 
 セミナー名 日時 プレゼンテーションのテーマ 
1 Thailand-Japan Seminar on Air 

Pollution 
2005年 8月 23日 VOCs Measurement Methodology 

Applicable in Thailand 
Determination Ambient VOCs using 
Passive Canister-Preconcentrator- 
GC/MS 

2 1st Seminar on Development of 
Environmental and Emission 
Standard of VOCs (By PCD) 

2006年 9月 15日

Systematic Evaluation Tool for 
QA/QC criteria of VOCs Analysis 

3 3rd Seminar on Development of 
Environmental and Emission 
Standard of VOCs (By PCD) 

2008年 2月 29日 ERTC Research on VOCs Issue 

 
また、VOCs大気汚染の社会問題化を受け、大気中の VOCsモニタリングへの関心が高まるな
か、下記のとおり、現在までに 14 の機関から 200 人を超える人々が ERTC の視察（Technical 
Visits）に訪れている。 

表２ ERTCへの視察 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
上述のとおり、ERTC はさまざまな方法を用いて、広くプロジェクトの成果を伝えており、タ
イ国民は VOCs大気汚染に関する認識を深めつつあるといえる。 

日付 機関名 人数
1 2006/11/22 Chulalongkorn  University 5
2 2007/2/16 Localgovernment Region I and JICA Senion Volunteer 3
3 2007/3/12 Thai Environmental Technic Limited 5
4 2007/4/12 Science Plus LTD.,PART. 5
5 2007/9/17 King Monkut's Instisute of Technology Ladkrabang 80
6 2007/9/18 S.P.S Consulting  Service CO.,LTD. 2
7 2007/10/11 Center for Environmental.Monitoring Data and Information (Vietnam Environmental Protection Agency) 5
8 2007/10/17 Vietnam National University 15
9 2007/11/8 Mahidol University 26

10 2008/1/9 Ramkhamhaeng University 25
11 2008/1/15 Institute of Environmental Technology (Vietnamese Academy of Science and Technologies) 11
12 2008/2/12 Chulalongkorn  University 45
13 2008/2/25 Center for Environmental Technology and Management 10
14 2008/2/27 Secot CO.,LTD 2

合計 239
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 成果の達成度 

1. タイにおける適切な VOCs大気
環境モニタリング方法が開発さ
れる。 

 

 
1.1 タイにおける適切な VOCs大気
モニタリング手法が汚染対策委
員会に提出される。 

 
本プロジェクトにおいては、下記 3つの手法の技術移転に注力している。 
①キャニスター・プレコンセントレーター/ガスクロマトグラフ質量分析計による分析（キ
ャニスター法） 

②パッシブサンプリング・加熱脱着/ガスクロマトグラフ質量分析計による分析（パッシ
ブ TD法） 

③DNPH固体捕集/高速液体クロマトグラフ質量分析計による分析（DNPH-HPLC法） 
 
キャニスター法に関しては、U.S.EPA の揮発性有機物分析方法 TO-15 法に準じる 77 成分を
キャニスター分析のターゲットとしており、現在は、77 成分中、57 成分に関し十分な定量
感度をもった分析結果が得られている。また、同測定手法による定期モニタリングは、2006
年 8 月よりバンコク 11 地点（沿道 5 地点、住宅地 5 地点、境界地域 1 地点）で実施されて
いる。加えて、2007年 5月からはマプタプット地域での 2ヵ月に 1度の定期モニタリングも
始まっている。同手法に関しては、SOPsが作成されている。また、Proposal of Establishment 
of an Appropriate Methodology for Ambient VOCs Monitoring in Thailand using 
Canister-Preconcentrator/GC/MS Techniqueという同法を用いた環境基準 VOCs9成分のモニタ
リング手法の提案を準備中であり、2008年 9月末までには汚染対策委員会に提出の予定であ
る。キャニスター法の確立に関しては、4人の C/Pが従事している。 
 
パッシブ TD法では、捕集剤 Carbopack Bを利用した場合には 24VOCs成分に関し、捕集剤
Carbopack X を利用した際には 11VOCs 成分に関し、良好な分析結果が得られるようになっ
た。欠測月があるものの、2007 年 3 月からは、キャニスター法と同じバンコク 11 地点で定
期モニタリングを開始している。2007年 5月からは、マプタプット地域でのサンプリングも
開始しており、現在、同法による分析結果をまとめた Establishment of Passive Sorbent Tube 
Thermal Desorption-GC/MS – Method for VOCs measurement in ambient air- という技術報告書の
改訂を行っているところである。また、同法の SOPs も作成されており、先述の技術報告書
にまとめられている。この手法に関しては、3人の C/Pが従事している。 
 
DNPH-HPLC 法では、パッシブ、アクティブ両方の方法でサンプリングを実施し、カルボニ
ル化合物 15VOCs 成分を対象に分析を行っており、15 成分のうち 14 成分について分析が可
能となっている。2007年 10月からは、他の 2手法と同じバンコク 11地点での定期モニタリ
ングを、また、2007 年 11 月からは、マプタプット地域でのサンプリングを開始している。
同法の開発においては、他の 2手法より遅れて本格的な取り組みが始まったこと、プロジェ
クトの開始後に HPLCの不具合が判明したことなどにより確立が遅れているものの、①健康
リスクが大きい化合物であること、②自動車燃料としてエタノール配合率の高いガソホール
（gasohole）の利用が予定されていることなどにより、カルボニル化合物のモニタリングの
重要性は今後ますます高まることが想定され、ERTC では今後も精度管理の確立や SOPs の
準備といった活動を継続し、同法の確立に注力する予定である。現在、同法を担当している
C/Pは 1人であるが、2008年 5月に雇用予定の新しいスタッフが 1人加わる予定である。 
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   このように、ERTC においては、キャニスター法に加え、パッシブ TD 法、DNPH-HPLC 法と
いった複数の VOCs大気環境モニタリング方法の確立を進めている。また、指標に関していえ
ば、本プロジェクトでは Proposal of Establishment of an Appropriate Methodology for Ambient VOCs 
Monitoring in Thailand using Canister-Preconcentrator / GC/MS Techniqueというキャニスター法を
用いた環境基準 VOCs9 成分のモニタリング手法の提案文書を準備中であり、作成後には汚染
対策委員会に提出の予定である。 
 

2.1 VOCs 大気汚染のベースライン
サーベイが実施される。 

2.2 VOCs 大気汚染の地理分布が解
明される。 

2.3 VOCs 大気汚染の時系列分布が
解明される。 

2.4 健康影響の観点から VOCs大気
汚染が評価される。 

2. VOCs 大気汚染の現状が明らか
にされる。 

 

2.5 VOCs 大気汚染の現状に関する
技術報告書が作成される。 

ベースラインサーベイとして、2006年 8月より、バンコクの沿道 5地点、住宅地 5地点、境界
地域 1 地点の計 11 地点で、月例のキャニスター法による定期モニタリングを開始している。
2007年 3月にはパッシブ TD法による定期モニタリング、2007年 10月には DNPH-HPLC法に
よる定期モニタリングが加わり、環境基準の設定された VOCs9 成分以外についても VOCs 大
気汚染の地理的、時系列分布が解明されつつある。これら、バンコク 11 地点に加え、マプタ
プット地域においても、キャニスター法、パッシブ TD 法、DNPH-HPLC 法、それぞれによる
2ヵ月に 1度の定期モニタリングが開始されている。 
 
本プロジェクトにおいては関連活動が限られていたため、「健康影響の観点からの VOCs大気
汚染の評価」は今後の研究課題といえる。2006年 9月 13日に環境基準・排出基準設定支援プ
ロジェクトにより開催された「大気中 VOCsの健康影響評価に関するワークショップ」には、
本プロジェクトの C/Pも出席し、基本的な考え方を学んでいる。ERTCは、これらの知見を生
かし、健康影響の観点からモニタリングデータの評価を行い、プロジェクト終了時までには技
術報告書にまとめる予定である。また、より長期のモニタリングデータを集積した後には、更
に詳しく健康影響の観点からの評価を行う予定である。 
 
ERTC は、プロジェクト終了までに、プロジェクトで作成した主な報告書、レポート、モニタ
リングレポートなどを VOCs大気汚染の現状に関する技術報告書としてまとめる予定である。
加えて、次号の ERTC研究報告書（2008年 9月までに発行予定）には、本プロジェクトの成果
として C/Pが共同執筆した Status of Ambient Volatile Organic Compounds in Bangkok Areaと題す
る報告が掲載される予定であるが、この報告のなかでは、定期モニタリングの結果が、地理的・
時系列分布の視点から分析されている。（Status of Ambient Volatile Organic Compounds in Bangkok 
Area原文入手済み。） 

 

3. VOCs 大気汚染とヘルスリスク
分析に関する ERTCの調査研究
能力が強化される。 

3.1 7 人の ERTC スタッフ（サンプ
リング：3人、分析：4人）が、
プロジェクトの 2年目終了時ま
でに、VOCs 大気汚染モニタリ
ングを計画し実行できるように
なる。 

2007年 6月に 1人、同年 7月に 1人、計 2人の新しいスタッフが加わり、現在 9人のスタッフが
C/P としてモニタリング分析にかかわっている。定期モニタリングの計画では、人口センサスデ
ータ及び交通量データが利用された。現在は、得られた分析データを基に計画の適正が検証され
ている。実際の定期モニタリングは、欠測月はあるものの、2年目の終了（2007年 5月）に先駆
け 2006年 8月より開始されており、結果は、地理的・時系列分布の視点から分析され、Status of 
Ambient Volatile Organic Compounds in Bangkok Areaという報告文書などにまとめられている。 
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3.2 4 人の ERTC スタッフが、パッ
シブサンプリング手法を用い
て、VOCs 大気汚染レベルを調
査し、その年間平均値を用いて
長期健康リスクの評価が可能に
なる。 

  

3.3 4 人の ERTC スタッフがタイに
おける VOCs大気汚染の状況を
明らかにするためのデータ解析
技術を習得する。 

日本人専門家と協働することで、中心的 C/Pの 4人のデータ解析能力は向上した。また、本邦
研修（2007年 8月 20日～同年 9月 13日）においてデータ解析を学んだ C/P 1人は、習得した
データ解析技術を利用し、報告文書のまとめに貢献している。 
 
長期健康リスクの評価に関しては、先述のとおり、関連活動が限られていたため、今後更なる
研究が必要といえる。2006年 9月 13日に環境基準・排出基準設定支援プロジェクトにより開
催された「大気中 VOCs の健康影響評価に関するワークショップ」には、本プロジェクトの
C/P も出席し、基本的な考え方を学んでいる。ERTC は、これらの知見を生かし、健康影響の
観点からモニタリングデータの評価を行い、プロジェクト終了時までには技術報告書にまとめ
る予定である。また、より長期のモニタリングデータを集積した後には、更に詳しく評価を行
う予定である。 

活動の進捗状況 
 
活動の進捗状況 

活動は計画どおりに行われたか 

下記 3つの活動の遅れを除いて、おおむね活動は計画的に実施され、想定された成果を生み出
してきたといえる。また、上記 2つは、機材の不具合が遅れの原因である。 
・ キャニスター法に関連しては、プレコンセントレーターの不調が続いていた。現在は利用
不可能な状況であり、2008年 2月以降はサンプリングができない状況にある。プレコンセ
ントレーター自体、タイ国内に数の少ない高度な機材であるため、修理ができるディーラ
ーがおらず修理に時間がかかっている。 

・ DNPH-HPLC 法の開発においては、プロジェクトの開始後に HPLC の不具合が明らかにな
り、本格的な活動の開始まで予定以上の時間を要した。 

・ プロジェクト全体の進捗に大きな影響はなかったものの、3種の個別本邦研修のうち、1種
（大気中 VOCsの物理化学特性に関する研修）については研修時期に遅れが出た。 

関係者/機関の役割は明確か 

モニタリングは行われていたか 

 
実 
施 
プ 
ロ 
セ 
ス 
の 
検 
証 

プロジェクトの実施体制（モニタリ
ングの実施状況を含む） 
 

モニタリングの仕組みは適当か 

ERTCの大気科（Air Research and Development Sub-division）の科長を含む 9人が C/Pとなって
プロジェクトが実施されている。全体を統括する科長を除く 8人は、手法ごとにグループ（キ
ャニスター法 4人、パッシブ TD法 3人、DNPH-HPLC法 1人）をつくり、それぞれの手法の
習得に努めている。外部機関との関係に関しては、モニタリング計画の策定に際して、PCDと
会合をもち、ERTCが沿道、住宅地に、PCDが発生源近傍の一般環境にモニタリング地点をも
つこととするなど、協力関係が築かれている。 
 
各専門家は、少なくとも 2回（赴任当初の業務計画の説明と帰国直前のラップアップ会議）全
体会合を開催し、各々の業務に関して C/Pとの情報共有を行っている。 

コミュニケーションの状況 
 

専門家とカウンターパートの関係性 

選択された C/Pの適性さ 

インタビューの結果からは、C/P と日本人専門家間のコミュニケーションは良好であったとの
回答を得ている。専門家の滞在期間中は多くの活動を協働し、また、問題が生じた際には積極
的にアドバイスを得ており、コミュニケーションの状況は良好といえる。しかしながら、C/P
からは、高度な分析手法の移転には時間がかかることから、専門家のより長い滞在を望む声が
聞かれた。 
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問題や計画変更が生じた際の対応方
法など 
 

 

C/Pの変化（主体性・積極性） 

先述のとおり、ERTCの大気科の科長を含む 9人が C/Pとなってプロジェクトに従事している。
C/P のなかには博士号を取得している者や博士課程に在籍している者もおり、専門性と担当業
務の観点（今後も大気中 VOCsモニタリングを担当）からみれば、適性のある C/Pが選択され
ているといえる。 
 
C/P へのインタビューからは、本プロジェクトを通して、新しい技術・知識を習得し、3 手法
による大気中 VOCsモニタリングが可能となったことへの自信が伺えた。C/Pには、今後も引
き続きそれぞれの手法の精度を高めていく必要があるとの認識も強い。また、日本人専門家側
からも、C/P の業務へのコミットメントの高さが指摘されている。VOCs 問題への社会的関心
の高まりも受け、大気中 VOCs分析の重要性が高まるなか、C/Pは主体的、積極的にプロジェ
クトに関与しているといえる。 

 

プロジェクトとターゲットグループ
のかかわり方 

ERTC、PCD、その他の関係者の認識
の変化 

マプタプット問題を受け、社会全体で大気中 VOCs への関心が高まるなか、ERTC は大気中
VOCs分析の重要性を十分に認識し、プロジェクト活動を通して VOCsモニタリングに関する
知識と経験を深めつつある。また、ERTCによる 5日間の研修や ERTCへの視察を通じて、250
人を超える関係者（研修参加者 41 人、視察 239 人）が大気中 VOCs 汚染についての知見を得
ている。このように直接的なターゲットグループに加え、その他の関係者の大気中 VOCs分析
に係る知見も深まりつつある。 

 
C/P配置の適正度 
 

 相手国実施機関のオーナーシップ 

予算手当 

VOCs 問題への社会的関心を背景に VOCs 分析の重要性が強く認識され、C/P 数はプロジェク
ト開始当時の 7人から 9人に増員されており、全体を統括する科長を除く 8人のうち、キャニ
スター法には 4人、パッシブ TD法には 3人、DNPH-HPLC法には 1人が従事している（2008
年 5月には、さらに１人の人員が増え、DNPH-HPLC法に従事する予定である）。 
 
ERTC大気科の VOCs分析に関連する予算は、表 3のとおりプロジェクト開始の 2005年以降、
増加傾向にある。2008年中旬のプロジェクト終了後も予算が確保されており、予算手当の面か
らもオーナーシップの高さが伺われる。 
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  実施機関のプロジェクトに対する認
識 

表３ ERTC大気科の VOCs分析に関連する予算 
 (バーツ) 

費目 2005 2006 2007 2008 2009 

オペレーション費 2,372,600 2,503,000 3,439,000 4,298,700 3,537,100 

資機材費 2,900,000 - 399,966 2,674,000 300,000 

合計 5,272,600 2,503,000 3,838,966 6,972,700 3,837,100 
 
環境モニタリング技術の移転を核とした環境センター・プロジェクトは、本プロジェクトの実
施機関である ERTC への無償資金協力（1989 年）及び技術協力プロジェクト（1990 年）から
始まった。日本が支援する環境センター・プロジェクトは、その後、インドネシア環境管理セ
ンター、中国・日中友好環境保全センター、メキシコ環境研究研修センター、チリ環境センタ
ー、エジプト環境モニタリング研修センターへと広がっており、外務省などはこうしたアプロ
ーチを環境センター・アプローチと称し、日本の代表的な環境協力のビジネス・モデルとして
位置づけてきた。環境センター・アプローチの先駆である ERTCは日本との関係も深く、日本
の技術への信頼性も高い。また協力の受入体制も整っており、プロジェクトに関する認識は非
常に高いといえる。 
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5項目評価結果 

評価
項目 

評価設問 
大項目 小項目 判断基準・方法 必要なデータ 情報源 データ 

収集方法 

上位目標の国家開発計画や環境
政策との整合性 

プロジェクト目標の環境政策と
の整合性 

環境政策における大気汚染分野
の優先度 

上位目標やプロジェクト目標は国家
開発計画や環境政策に合致している
か 

 
各国支援との整合性 
 

タイ政府は、第10次国家社会経済計画（Tenth National Economic and Social Development Plan）（2006
年10月～2011年9月）において、「資源・自然環境の保全」を開発の重点5分野の一つとしてあげ
ており、経済発展や人間開発と並び、環境保全を重視している。また、Enhancement and Conservation 
of the National Environmental Quality Policy and Plan (1997年～2016年)においては、大気汚染などの
さまざまな汚染管理を含む環境保全・管理の枠組みが示されている。  
 
加えて、プロジェクト開始後に起こったマプタプット問題は、大きな社会・政治問題となり、環
境省をあげて大気中 VOCs 対策に取り組むことになっており、現在、環境政策においても大気汚
染対策は最優先課題といえる。これらのことから、上位目標やプロジェクト目標は国家開発計画
や環境政策に合致しているといえる。 
 
大気中 VOCs分野へ他国からの支援はないものの、同じ JICAの技術協力プロジェクトとして PCD
を C/P機関とした「環境基準・排出基準設定支援プロジェクト」（2006年 3月～2008年 3月）が
行われており、大気中 VOCs成分の環境・排出基準の設定をめざしてきた。PCDは、環境基準や
排出基準を策定し、それら基準値の遵守状況を確認する監督・規制機関としての役割を担ってお
り、また、ERTC は、分析手法を確立し、より多くの成分に関し汚染状況を調査・発表していく
という研究機関としての役割を担っている。このように両機関において基本的な権能は異なるも
のの、モニタリング活動においては、ERTC は道路脇あるいは住宅地において、PCD は汚染発生
源近傍において定点モニタリングを行うなど、協力体制も築かれつつある。 

大気中 VOCs 大気汚染対策に関
連する協力に対するニーズは高
いか 

大気汚染分野において ERTC、
PCD はどのような役割を果たし
ているか。 
 

 
妥 
当 
性 

ターゲットグループの選定は妥当で
あったか 

ERTCへの協力内容に対するニー
ズは高いか 
 

タイは、工業化や都市化、モータリゼーションの進行を背景に深刻な大気汚染問題を抱えており、
いくつかの汚染物質に関しては、大気汚染対策に取り組んできている。微量であっても毒性が強
く健康影響が懸念される VOCs については、汚染実態が解明されておらず、タイにおいてもその
対策の必要性が高まってきていた。そのようななか、NGOの発表したレポートを契機にマプタプ
ット地域での健康被害問題が大きな社会・政治問題となり、タイにおいて、大気中 VOCs 対策を
たてることが環境政策のなかでも最優先課題となっていた。 
 
先述のとおり、ERTC は分析手法を確立し、より多くの成分に関し汚染状況を調査・発表してい
くという研究機関としての役割を、一方、PCDは環境基準や排出基準を策定し、それら基準値の
遵守状況を確認する監督・規制機関としての役割を担っている。 
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ターゲットグループの規模は適
切か 

 
優先取組 VOCs9 成分の環境基準を定めた法令においてはキャニスター法による分析を推奨して
おり、ERTC は、プロジェクト活動を通じて同法による大気中 VOCs 分析が可能となったといえ
る。また、VOCs 問題への社会的関心の高まりとその後の環境基準の制定を受け、多くの実験研
究所がキャニスター法の習得に関心を示すなか、研修センターとしての機能をもつ ERTCは、2007
年 7月 23日から 27日まで 5日間に及ぶ「大気中 VOCsモニタリング研修」を実施しており、同
研修の参加者 41人（政府関係者 14人、大学関係者 11人、民間企業職員 16人）が大気中 VOCs
汚染についての知見を得ることができた点は特筆に値する。このように、協力内容は時機・ニー
ズにあったものといえ、プロジェクトの活動はターゲットグループを超え、多くの関係者に裨益
しているといえる。 

わが国開発課題、援助重点分野と合
致しているか 

援助重点課題との関連性はある
か 

2006年 5月に対タイ経済協力計画を改定し、技術協力プロジェクトにおいては、環境管理への支
援を含む「社会の成熟化に伴う問題への対応」を重点項目の一つとしている。 

中間評価以降のプロジェクトをとり
まく環境（政策、経済、社会など）
の変化はあったか 

重要な前提条件の変化 特になし。 

プロジェクト目標「天然資源環境省
において VOCs大気汚染対策を講じ
るためのキャパシティ（環境基準・
排出基準の設定を含む）が強化され
る。」の達成状況は現時点において
適正範囲内か 

プロジェクト目標達成状況（「実
績の検証」に詳しい） 「実績の検証」に詳しい。 

成果はプロジェクト目標を達成する
ために十分であったか 成果の数、内容、質の適正度 

成果の数は 3 つにまとめられているものの、成果に含まれる内容は複数の分析手法の確立、定期
モニタリングの開始、モニタリング結果の分析・まとめ、研修の実施と多くの重要な活動を含む
包括的なものとなっている。また、より詳細な健康影響評価に関しては、データの集積が前提に
なることから、今後の課題として残るものの、プロジェクト目標を達成するのに十分な成果を積
み上げてきたといえる。 

プロジェクト目標の達成の妨げとな
っている要因はあるか 

プロジェクト目標の達成状況/
外部条件/阻害要因 

・ マプタプット問題を受け、健康影響委員会を中心に環境基準設定の作業が前倒しされることと
なったが、その時点では、ERTCではキャニスター法の精度管理が確立しておらず、2006年 8
月から 10月までの間のモニタリングデータの提出を控えざるを得なかった。そのため、プロ
ジェクト目標へのより大きな貢献が難しかった。 

・ C/Pからは、高度な分析手法の移転には時間がかかるため、専門家のより長期の、集中的な派
遣が望ましいとの意見が出された。 

 
有 
効 
性 

プロジェクト目標の達成を促進して
いる要因はあるか 

プロジェクト目標の達成状況/
外部条件/貢献要因 

・ マプタプット問題の社会的・政治的圧力の大きさを受け、大気中 VOCs対策が C/P機関にとっ
ての最重要課題となり、C/Pの学びの姿勢がより切実なものとなった。 

・ PCD を C/P 機関とした「環境基準・排出基準設定支援プロジェクト」開始前の当時は、大気
中の VOCs分析が行える機関は、本プロジェクトの支援を受けた ERTCだけであった。ERTC
は、PCDに対し、先行していたキャニスター法による大気中の VOCs分析手法の経験と SOPs
を提供・共有し、PCD の同分析技術の習得にかかる時間を大幅に短縮することに貢献した。
このことにより、PCDは環境基準設定に際して参照にされた定期モニタリングを 2006年 8月
から開始することが可能となった。 
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各成果の達成度は現時点において適
正範囲内か 成果の達成度合いの適正度 「実績の検証」に同じ。 

活動はそれぞれの成果を出すのに十
分であったか 活動の数、内容、質の適正度 

先述のとおり、成果 1、成果 2、成果 3ともに多岐にわたる活動から成っており、健康影響評価に
係る活動を除いて、成果の達成状況がおおむね良好なことからも、活動は成果を出すのに十分で
あったと考えられる。 

投入された人材・研修・機材の
適正度 

投入（人・研修・機材）の活用
度 

 
効 
率 
性 

投入された資源量に見合った成果が
達成されているか 
 

投入のタイミングの適正度 

インタビューの結果からは、投入された人材（日本人専門家）、研修、機材に対する満足度は高
く、活用度も高いことが明らかとなった。また、投入のタイミングに関しては、本邦研修（個別：
3研修）のうち、1つの研修に関し遅れが生じたが、それ以外についてはおおむね計画どおりに行
われた。 
 
人材（日本人専門家） 
各分析手法の開発の進度に合わせ、必要な分野の専門家が適切に投入されてきたといえる。C/P
からは、分析手法自体やそれに伴うデータ解析・まとめから、資機材の取り扱い、サンプリング
手法といった事柄に至るまで、日本人専門家との協働を通して非常に多くの新しい知識を学んだ
という回答を得ており、人材活用（日本人専門家と C/P との協働）は十分に行われていたといえ
る。 
 
本邦研修 
本プロジェクトの本邦研修は、専門性の高い分野であるため、大学や国公立の研究所を受入機関
とした個別研修という形で行われた。他の 2 手法に比べて手法確立に時間を要している
DNPH-HPLC 法や、集積しつつあるモニタリングデータの解析を円滑に行うために必要なデータ
解析などについて研修が行われており、研修参加者からの聞き取りでは、研修で得た知見は日々
の業務で十分活用されていることが分かった。 
 
機材 
分析に必要なガスクロマトグラフ質量分析計といった高度分析機器に加え、標準ガスやキャニス
ターといったキャニスター法の確立に必要な資機材、HPLC 分析のためのワークステーションや
関連資機材などが供与されている（JICAから供与された資機材以外に、分析やメンテナンスのた
めに必要となる機材については ERTCが適宜購入している）。これらの機材は、大きな遅れもな
く投入され、現在行われているモニタリング分析活動において適切に使われていることが確認さ
れた。詳細は、英文評価レポート（Joint Final Evaluation Report: the Project for Capacity Building for 
Environmental Research in Thailand）Annex 6供与機材リストを参照。 
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効率性を阻害あるいは貢献した要因
はあったか 阻害・貢献要因の有無 

貢献要因 
・ JICA やその他の日本の関連機関との協力の機会が多い ERTC では、日本の技術への信頼性が
高く、また協力の受入体制も整っており、プロジェクトに関する認識が高い。 

・ ERTCへの協力経験のある専門家が派遣されており、タイ全体、また ERTC自体の技術的水準
を理解したうえで、技術移転を行うことが可能であった。 

 
阻害要因 
・ DNPH-HPLC法の開発においては、プロジェクトの開始後に HPLCの不具合が判明するといっ
た問題があり、手法の確立やそれに伴う SOPsなどの文書の準備に遅れが生じた。 

・ キャニスター法に関連しては、プレコンセントレーターの不具合が続いており、2008 年 2 月
以降、サンプリングができない状況にある。プレコンセントレーター自体、タイ国内に数の少
ない高度な機材であるため、修理ができるディーラーがおらず修理に時間がかかっている。 

上位目標「VOCs大気汚染に対する
具体的対策がとられる。」は達成さ
れる見込みか 

・ 大気中 VOCs に関する環
境・排出基準 「実績の検証」に同じ。 

ターゲットグループ以外への波及は
あるか 

・ ERTC、PCD以外のラボラト
リー等への波及効果 

ERTC関係者以外にも、下記のとおり、多くの人々にプロジェクトの成果が伝えられつつある。 
・ ERTC主催の「大気中 VOCsモニタリング研修」への参加者 41人（政府関係者 14人、大学関
係者 11人、民間企業職員 16人） 

・ 14の機関から ERTC視察（Technical Visits）に訪れた 239人 

 
イ 
ン 
パ 
ク 
ト 

その他の正負のインパクトはないか  

・ ERTCは、天然資源環境省からの依頼を受け、PCDがマプタプット地域で集めたサンプルをキ
ャニスター法を用い分析している。PCD を C/P 機関とした「環境基準・排出基準設定支援プ
ロジェクト」開始以前の当時は、大気中の VOCs分析が行える機関は、本プロジェクトの支援
を受けた ERTCだけであった。 

VOCs 大気汚染分野での ERTC、
PCD、それぞれのラボラトリーの位
置づけ 

これらの機関が将来にわたり
VOCs 大気汚染対策を担う組織
であるか 

環境質促進局（Department of Environmental Quality Promotion: DEQP）と PCDは、天然資源環境省
における環境管理を担う 2部局である。DEQP下の ERTCは、分析手法を確立し、より多くの成
分に関し汚染状況を調査・発表していくという研究機関としての役割と、それらの分析手法を関
係機関に伝えるという研修機関としての役割を担っている。また、PCDの大気騒音部局は、大気
汚染に関連し、環境基準や排出基準を策定し、それら基準値の遵守状況を確認する監督・規制機
関としての役割を担っており、両機関とも、大気中 VOCs 対策の中心的役割を担っていく機関で
ある。 

事業を継続するだけの能力が
ERTCに備わりつつあるか 

 
自 
立 
発 
展 
性 

組織・制度的側面からみて、自立発
展の見込みは高いか 

政府からの制度的な支援の有無

ERTC は、プロジェクトを通して大気中 VOCs のモニタリング・分析手法を習得し、それらの手
法・知見を研修を通じて他機関に移転しはじめている。また、政府からの支援は、表 3のとおり、
予算規模の拡大という形で得られており、加えて、VOCs モニタリング分析に係る人員をプロジ
ェクト期間中に 3 人（5 月に増える 1 人を含む）増員させていることなどからも、組織・制度的
側面での自立発展性は十分高いと考えられる。 
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ERTCの財政状況は健全か 

財政的側面からみて、自立発展の見
込みは高いか ERTCが、将来にわたり VOCs大

気汚染対策を継続するうえで必
要な予算（人件費含む）を確保
できるか 

先述のとおり、マプタプット問題の社会問題化を受け、表 3 に見られるように ERTC の大気中
VOCs 対策の予算は拡大傾向にあるうえ、プロジェクト終了後の予算も確保されている。このよ
うに財政的側面からみた自立発展性は十分に確保されているといえる。 

ERTC の技術レベルを配慮した
適切な技術の開発・移転がなさ
れたか 

C/Pは、移転された技術、知識を
十分身につけたか 

技術的側面からみて、自立発展の見
込みは高いか 

機材、移転技術などが、今後も
広く活用されるか 

 
C/P へのインタビューでは、本プロジェクトを通して、新しい知識を習得し、大気中 VOCs モニ
タリングが可能となったことへの自信が示された。加えて、プロジェクトの支援内容（移転技術）
が、C/Pの業務と一致しており、移転技術の利用頻度は高く、習得も進んだといえる。 
 
ERTCはプロジェクトで得た知見を、①Proposal of Establishment of an Appropriate Methodology for 
Ambient VOCs Monitoring in Thailand using Canister-Preconcentrator / GC/MS Techniqueというキャニ
スター法を用いた環境基準 VOCs9 成分のモニタリング手法の提案文書として汚染対策委員会に
提出すること、②「大気中 VOCs モニタリング研修」を継続すること、③研究論文・報告書を作
成・発表していくことで広めていく予定であり、技術的側面からみた自立発展性の見込みも高い
といえる。 
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